
 

 

 

 

 

第一章 多文化社会における公教育 

―分析のフレームワーク 



はじめに 

多文化社会における公教育政策を題材に分析を進めていくに先立って、本章では、多文

化問題にかかわる学際的な議論を参考に分析の視点を提示しておきたい。 

まず、第一節の目指すところは、ウィル・キムリッカ（Kymlicka, W.）1による政治哲学

的研究を題材とし、そこに見られる理論的特徴について考察し、多文化社会においてその

原理の問い直しが迫られている公教育について新たな理論的発展への示唆を得ることであ

る2。キムリッカは、主にカナダ、アメリカ合衆国における、先住民、国家内少数民族、移

民、難民など、マイノリティと称される人々のそれぞれの立場に焦点を当て、それぞれの

立場とさまざまな具体的問題を関連させながら、マイノリティの権利を擁護する独自の理

論構築を試みてきた。その彼の複合的、多角的な視野の下で纏め上げられた論は、異なっ

た文化を持つ人々がいかに共存していくかという今日的課題を扱っていくために多くの示

唆に富んでいる。 

続いて、第二節では、多文化教育とシティズンシップ教育が現代多文化社会の問題に応

えるものとして発展してきていることを、アメリカ合衆国・カナダにおける議論を中心に

整理しておきたい。 

また、第三節では、本研究への取り組みを動機づけた現代の多文化社会における教育問

題について整理する。マイノリティに関連する量的データを再分析し、多文化社会の教育

問題の実像を描く。カナダでは、近年、特に人種差別の対象となっている集団として、先

住民以外の非白人系住民のヴィジブル・マイノリティ（visible minorities）が話題に上る。

アジア、アフリカ、中東の出身で、肌の色など外見が白人とは異なることから「ヴィジブ

ル・マイノリティ（＝目に見えるマイノリティ）」と呼ばれるようになった移民により、1980

年代以降のカナダ都市部の人口構成は、質的に著しい変化を見せている。第一項から第三

項まで、人口構成の多元的発展を移民の受け入れを中心として遂げているカナダ都市部に

焦点を当て、多文化社会における教育問題についての素描を行ないたい。第四項では、日

本における各種調査から、マイノリティの子どもたちが抱える問題に触れておきたい。 

最後に、第四節では、多文化社会の公教育原理の展望を開いていくという本研究の目的

を進めるため、多文化社会における公教育モデルの構築を試み、第二章以降の事例を分析

する際の視点の明確化を図りたい。 

以上の議論をまとめることで、多文化社会における公教育体制の統合論理の変遷とその

要因を考察するという本論の目的を明確化し、次章以降の事例研究の分析のフレームワー
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クとして具体化しておきたい。 

 

第一節 公共性への問いとシティズンシップの再検討―キムリッカのシティズ

ンシップ論を中心に 

（１）社会体制の変化と「公」・「市民」・「公教育」をめぐる議論の展開 

そもそも、近代国民国家成立の過程で、学校教育を中心とする公教育は、国家体制が子ど

もたちを国民として育成するための機能として整備された。「教育制度のもともとの機能は、

新しい市民性とナショナル・アイデンティティを鍛えつつ、社会統合と結合を養うもの」（グ

リーン、2000 年、15 頁）であった。 

しかし、国民国家体制がその権限を極大化させることにより、独裁政治や暴力による統制、

“異種”の排除や同化などさまざまな問題を作り出した。万人に対して同一のシティズン

シップを与えるという理念は、実践においてはすべての市民の同質性を要求する神話とな

ってしまった。酒井直樹もこのような神話形成を日本社会での社会的文脈に当てはめて「単

一民族社会の神話は、民族の同一性が日々の生活において経験可能であるという認識論的

な神話を伴っていたのである」と説明している。（酒井、1996 年、10 頁） 

のちに、人権尊重の視座からの指摘などを得て、国民国家の枠にとらわれない公教育の

あり方が模索されるようになったが、その社会に生きる人材を育てるという公教育の役割

は根幹では変わっていない。また、どのような市民となることが理想とされているかを問

うシティズンシップの議論との関連も公教育体制の大きなテーマとして取り上げられてい

る。 

グリーン（Green, A.）は、「現代社会において社会的統合力として機能するという教育の

目的は、グローバリゼーションとポストモダンという諸力によって必然的に減じられたり、

消滅させられたりするものではない。」（グリーン、2000 年、242 頁）として現代において

も国家による社会的結合力としての公教育の意義を強調し、「現代の諸条件に相応しく、し

かし民主主義を発展させることと社会的連帯を強めることとに効果的な方法で、市民性と

国民性の文化を如何に再構築するか（グリーン、2000 年、243 頁）」が課題であるとする。 

近年、公共性についての議論が活発化していることからも明らかなように、公の概念に

ついてあらゆる領域・分野で問い直しが要請されている。1980 年代後半から 1990 年代前

半にかけての東欧における政体解体をきっかけとした議論的動向によって、「公共性は国家

が担うもの」という不可侵的だった大前提に再解釈の手続きが取れるようになった。その
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ような流れから市民社会についての枠組の定義と公共性についての議論が現実問題に沿っ

て進められるようになった。そこにおいては、何が権利付与・行使の主体とされているの

かなどさまざまな問題をめぐる議論がある。教育理論上において、シティズンシップを主

題とした視座から、変動・変貌する社会を捉え、多文化社会における公教育像を再検討し

ようという試みがなされるようになってきている。 

公教育は統合を目指す社会機能である。しかし、公教育は同化主義による統合政策の原

理に基づくと、差別を生み出すなど近代公教育構造の問題点へと逆戻りしてしまう。多様

性の尊重を目指すため、多文化教育の議論は様々な側面からその理想を追求してきた。 

公共性が非国家の次元でも形成されるという論の展開を軸に、公共性をめぐる理論に関心

を注いできた論者としては、ハバーマス（Habermas, J.）を挙げることができる。彼の指

摘する「公共性の構造転換」が起こった 18 世紀半ば以前における公共性が意味した文脈で

公教育を定義すると、「公開された場における教育（家庭教育、個人指導の対概念となる）」、

「公的な機能を果たすための教育」という説明になる。そして、ハバーマスの分析によれ

ば、18 世紀半以降にその概念に変化が生じた“公共性＝公”は、大衆の福祉を掲げて国家

が担うものであり、公の対概念となるのは、秘、つまり、私（private）であった。ハバー

マスは、公の概念を、「①各市民が自分の意見を持ち、それを議論によって共同意志にまで

高める「批判的公開性」、②国家権力から離れた、共同体がその主体であるところの場」（教

育思想史学会編、2000 年、266 頁）と定義しているが、この文脈において公教育とは、そ

の公への責任的参加が可能な市民を育てる教育であるといえる。 

公共性と関連して、市民社会の議論についても、そこに市場が含まれると主張するウォ

ルツァー（Walzer, M）のような「市場モデル市民社会論」、そして、経済市場からは独立

した公共領域としての市民社会を定義するハバーマスを代表的論者とする「公的領域モデ

ル市民社会論」などの対立があることに見られるように、市民社会がどのような空間を公

的なもとして規定するのかという問題は多岐に渡っている（千葉、2002 年、116‐119 頁）。

このような公共性の枠組論の他にも、既存の公共領域に対して、学校・教会・労働組合・

エスニック共同体・メディアなどの組織がどのような影響を及ぼし、どうような役割を果

たしているのかを検討する論議の必要性も認められるようになっている（ニールセン、2001

年、54‐56 頁）。だが、いずれにせよ、それらの目指すところは人間のアソシエーションに

かかわる空間である。齋藤純一は、同化／排除の機制を不可欠とする共同体の定義と対比

させながら、公共性については「価値の複数性を条件とし、共通の世界にそれぞれの仕方
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で関心をいだく人びとの間に生成する言説の空間である」と定義している（齋藤、2000 年、

６頁）。 

このような公共性の枠組、意味、内容についての議論のように、公教育についての議論

も、これまでそれを担ってきた国民国家に対する問いかけに代表されるように、その行為

主体、包括領域・範囲などが何をさすのかという定義づけに関して、議論は新たな局面を

迎えている。公教育の行なわれる枠組についての議論も同様である。アカデミズムにおけ

る議論とは別に、史的現実を検証すると、公教育は国家の機関によって管理・運営されて

いた。近代市民社会における、普遍性のカテゴリー支配は、市民の同質化、諸個人の特殊

性や差異の私的領域への追放、公共領域の排除をその結果とした。このようなかつての発

想をもとに創り出された市民権の概念は国民的同質性に根拠を置き、国籍と結びついたも

のとなった（斉藤、1999 年、216 頁）。各国家が管理統制する教育として成立した公教育は、

現実には「理性的存在を形成するのではなく、各国家に固有の文化を新しい世代に教えて、

その国家の成員を形成する教育となった」（中村、2000 年、68 頁）。中村は、これを公教育

と区別して、国民教育と呼んでいる。こうした国民教育が様々な弊害を生み出していたと

いう指摘が、国民国家体制批判論の中心的議論ともなっている。しかし、このような区別

を行わないままで、公教育が国民教育の意味に解されると、国民教育に対する疑問の投げ

かけが、そのまま公教育体制の批判となってしまう危険性がある。 

公共性や市民社会をめぐる近年の議論的動向と関連させて検討すると、公教育にかかわ

る問題の一つの流れとして、公教育が国民の範囲内で提供されているという実態をめぐっ

て批判的考察を加えていくことは意義深いだろう。国家に限らない公教育の担い手につい

て将来的な展望を予測することの助力ともなろう。しかしながら、歴史実証的に考察して

も、現代社会の文脈からも推し量られるように、国家と公教育との関連性を切り離して考

えることは容易でない。社会的公正や公共価値の実現を保障する責任主体としての役割を

担うことが依然、国家に求められていることは否定できない。したがって、ここで問題と

したいのは、“国民”国家と結びついたシティズンシップの概念を問い直すことである。本

論においては、公教育と国民教育は同一なものとして扱わないという条件に加え、国家に

よって担われる教育を公教育として範囲を限定し、その枠組で公教育原理の問い直しにつ

いて考察を進めることにする。 

 

（２）シティズンシップの要件としての公教育 
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イギリスの思想家マーシャル（Marshall, T. H.）は、シティズンシップについての代表

的論者である。マーシャルの言うシティズンシップとは、各人が社会の完全で平等な構成

員として扱われることを保障することであった。彼は、シティズンシップの三つの要素と

して、18 世紀に出現した市民的権利（civil rights）、19 世紀に出現した政治的権利（political 

rights）、20 世紀に確立した社会的権利（social rights）を史実の分析によって説明し、そ

の特徴について定義した。そのようなシティズンシップのうち、社会的権利とは、教育シ

ステムや、保険制度や年金制度などの社会的サーヴィスによって具現化されるものである

（マーシャル、1993 年、27‐35 頁）。社会的権利としての公教育は、ハンマーのいう「実

質的シティズンシップ」として捉えることができる（前出・序章 18 頁参照）。 

マーシャルの定義したように、公教育はシティズンシップの要素を構成する具体的な機能

であるが、公教育は、どのような原理を包摂するのだろうか。公教育にかかわるそれらの

議論に、なぜ公教育が必要とされたのか、なぜ公的機関に子どもの教育を任せるという形

がとられているのかという点に疑問を投げかける声があがっている。 

公教育についての原理は、フランス革命期の思想家コンドルセによって確立されたとされ

ているが、公教育という考え方は、ロックなど近代啓蒙思想にその端緒を見出すことがで

きる。ロック（Locke, J., 1632-1704）、ルソー（Rousseau, J-J., 1712-1778）、そして、コ

ンドルセ（Condorcet, Marquis-de., 1743-1794）の教育論に見られる公教育原理について

は、中村清（2000 年）が整理している。それによれば、ロック、ルソー、コンドルセは教

育の目的を、「人間を理性的存在にまで育てる」とした。コンドルセは、公教育の必要性を

主張した理由を、人間の自由と平等を保障することをその背後において説明している。つ

まり、権利の平等を実際的なものにするためには、公的責任において人々にその権利の平

等を知らしめる手段が必要となる。この手段として、公教育は、人民に対する社会の義務

であるとコンドルセは考えた。 

このように、公教育制度は、次世代を、知識を備えた、責任のある理性的存在、つまり市

民（citizens）として育てる手段を必要とする原理を基盤として確立された。ある社会の市

民となるためには、市民的徳性（civic virtue）を身につけることが要請され、公教育がそ

の中心的な担い手になったのである。中村は、公教育について以下のようにまとめている。 

「教育は、自由かつ平等な社会を維持するために必要なものであるから、たんに希望する

個人だけにではなく、社会の全成員に提供されなければならない。こうして、全成員に無

償で提供され、義務就学が求められる公教育が成立する。この公教育は、理性的存在を育
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てるためのものであるから、真理か否かが確定していない推測や憶見や、一部の人々だけ

が信じている宗教や一部政治勢力の思想などをその内容とすることはできない。」（中村、

2000 年、64 頁） 

 

（３）シティズンシップ概念論議の要請―キムリッカの「マイノリティの権利（minority 

rights）」論より 

前項でまとめたように、西欧の近代思想家の提示した原理に従えば、公教育は子どもたち

に市民的徳性を涵養するものとして機能する。また、公教育は、マーシャルが論じたよう

に、シティズンシップの構成条件となる。 

だが、現代のような多元化を迎えた社会においては、公教育の目的も近代の思想家たちが

理想としたものとは異なったものとなる。多文化化した社会では、公教育によって市民的

徳性を涵養していこうとする試みは以前ほど簡単なものではなくなってきている。 

政治的、経済的、さまざまな理由で国境を越える個人、家族が増加し、それに伴って、教

育現場に旧来の公教育の枠組では対応しきれない多様性を備えた子どもたちが学ぶように

なった。多元化を迎えた社会においては、どのような市民を育てるのか、市民としてどの

ような知識を身に付けさせればよいのか、どのような権利要求が公教育の枠内で保障され

うるのか、という公教育が包括する範囲・方向性について新たな検討が必要となってきた。

また、公共性、市民社会の概念についての問い直しが行われるようになった状況とも関わ

って、多文化社会において各人がどのような市民となることが要請されているのかを検討

するために、市民的徳性の概念やアイデンティティの問題を扱ったシティズンシップ論に

再考察を加えるという試みがクローズアップされてきた。 

キムリッカによれば、1978 年にヴァングンステレン（van Gunsteren, H.）によるシティ

ズンシップの概念についての論が発表されたことが発端となって、シティズンシップをめ

ぐる議論が注目を浴び、それに加えて、世界の政治的出来事や潮流によって、シティズン

シップへの興味が拡大した（Kymlicka, 2002a, pp.284-285）。シティズンシップをめぐる議

論は、先に挙げたマーシャルのシティズンシップ論を基盤にして展開されていることが多

いが、マーシャルの論は、20 世紀前半までのイギリスの社会状況を参考に築き上げられた

ものであり、また、1950 年に発表されたことからもわかるように、そこには多様なアイデ

ンティティを持った個人が権利行使者となる予測がなく、多文化社会を想定したシティズ

ンシップ論として描かれていなかった。キムリッカも、マーシャルがシティズンシップに
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関わる平等な権利を市民が有することで社会統合が促進されると論じた点は評価している

が、労働者階級の例に基づくだけで、文化的な独自性を持つマイノリティの問題にまで検

討が及んでいないマーシャル理論の限界を指摘している（Kymlicka, 1995, p.180）。 

キムリッカは、カナダ、アメリカ合衆国のマイノリティの権利保障をめぐる実例を検証す

ることによって、多文化社会におけるシティズンシップ論の展開の方向性を模索している。

リベラリズム（liberalism）の文脈でマイノリティの権利を保障していく可能性を論じたの

が、彼のシティズンシップ論の出発点となっている。彼はシティズンシップについて、「一

方で、個人の権利や資格に関わるリベラリズム的思想と、また一方で、ある特定の共同体

における構成資格や帰属に関わるコミュニタリアンの（communitarian）思想と、本質的

に関連している」（Kymlicka, 2002a, p.284）と述べているが、これはマイノリティの権利

をめぐる議論展開を以下のように説明することになる。 

キムリッカによれば、西欧における事例の考察から発生したマイノリティの権利に関わる

議論は、三つの段階を経てきたという（Kymlicka, 2001, p.18）。第一段階は、リベラリズ

ムと共同体主義（＝コミュニタリアニズム）の対立という文脈でマイノリティの権利が語

られてきた 1989 年以前の議論を指す。リベラリズムは、個人が共同体よりも優先するとい

う思想が基底にある。第一段階においては、マイノリティの権利をめぐって、個人の自律

を謳うリベラリストであれば、個人の尊重から乖離した“集団的な”マイノリティの権利

に反対し、コミュニタリアンであれば、個人主義の弊害からのがれるため共同体を保持す

るという意味でマイノリティの権利を擁護することになっていた。つまり、“リベラリズム

思想に立つマジョリティ対マイノリティの権利を擁護するコミュニタリアン”という二項

対立の図式で、マイノリティの権利要求の是非が議論されていた。 

本来、リベラリズムが基底におく信条は、「圧制からの身体と精神、およびその物的基礎

の総体における全人間的解放」（吉崎、1998 年、13 頁）を目指すための個人の絶対性の尊

重であった。この思想は「古典的リベラリズム」の再興者として位置づけられるノージッ

ク（Nozick, R.）に言わせれば、「福祉国家が恵まれた境遇にある者に不運な者のための負

荷や犠牲（再分配）を要求するのは不当な強制（「二重の搾取」）」（吉崎、1998 年、14 頁）

である。リバータリアニズム（libertarianism, 自由至上主義）と言われるノージックの思

想は、まさに、再分配など権力介入を拒否し、平等の理念に反する位置にあるものであっ

た。また、リバータリアニズムは、特権的で社会的に優位な位置を最初から享受しうる一

定以上の階層にある人々にとってのみのリベラリズムとなっている、という批判を受ける
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ことになった。リバータリアニズムに代表されるような古典的リベラリズムの原理に沿っ

た社会においては、公共生活と公共精神の崩壊を招くことになったのである。 

教育の目標を、あくまで、個人主義という思想的基軸におくべきものと考えた場合、そ

こにあるのは個人の特殊意思を伸長させる教育であり、社会としての自由と平等を目指す

公教育という形は必要とされない。このことから、公教育は本質的に古典的リベラリズム

の立場において求められているものではないと解釈することが可能である。コンドルセが

理想とした公教育によって探求される社会は、自由かつ平等を保障する市民社会を前提と

したものであった。そのような意味で、公教育は自由と平等を保障する枠組でのみ語られ

るものとして提示されている。 

平等主義的リベラリズムは、ロールズがその代表的論者として挙げられる。「自由への平

等」、そして｢機会平等｣、｢格差原理｣という二つの原理が支配し、そこにおいて人々の合意

がなされる「原初状態」を場面として設定した。｢自由への平等｣、｢機会均等・格差原理｣

は、それぞれ第一原理、第二原理として優先順位が設定されている。前述したように、社

会実践上において古典的リベラリズムには機能不全が指摘された。そして、1971 年に出版

されたロールズ（Rawls, J.）の『正義の理論（A Theory of Justice）』にあるような、既存

の考え方の欠陥的原理を克服しようとする再構築の試みが、平等的リベラリズムという形

で提唱されることとなった。平等主義的リベリズムの枠組においては、「自由への平等

（equal liberty principle）」、そして｢機会平等（opportunity principle）｣、｢格差原理

（difference principle）｣という二つの原理が支配し、そこにおいて人々の合意がなされる

「原初状態（original position）」が場面として設定されている。｢自由への平等｣、｢機会均

等・格差原理｣は、それぞれ第一原理、第二原理として優先順位が設定されている。さらに

詳細に見ると、「機会均等」の原理は「格差原理」に優先するとされた。このように、ロー

ルズがリベラリズムで目指したのは、自由であり、平等であった。齋藤純一もいうように、

ロールズの『正義論』において、社会国家に内包される理念が道徳的に正当化されたので

ある（斎藤、2000 年、68 頁）。リベラリズムは、個人の権利に対する絶対的な不干渉を前

提としたが、「ロールズがリベラリズムの中心的原理を理論上明確に無媒介な個人主義から

正義論（媒介された個人主義）にシフトさせた」（吉崎、1998 年、42 頁）という評価もあ

るように、ロールズの理論はその後の思想展開のきっかけとなった。この思想において想

定されているのが、市民各人が抱く「善の概念（conceptions of the good）」はそれぞれ異

なっており、これは共約不可能な価値として、ロールズが「基本財＝基本的な善きもの
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（primary goods）」と呼んだ誰もにとって価値あるものとして見なされる自由、機会、所

得と富、自尊の基礎などの共約可能な価値から峻別される、という特徴である。ロールズ

が先鞭をつけた新しい段階のリベラリズムにおいては、国家など公権力は共約可能な価値

の実現にのみその活動を限定されると考えられている。正義を目指すという意味で、社会

実践において、公共性がその機能的有効性を帯びることになる。 

一方で、「自明ながら人間は本源的に共同的な存在であり、本質的に他者依存的―相互依

存的、他者関係的である」（吉崎、1998 年、102 頁）との理由などにより、リベラリズムが

多文化社会において機能することに無理・限界が生じていると指摘を受けるようになった。

テイラー（Taylor, C）をはじめとした多文化主義論を擁護する思想家から、旧来のリベラ

リズムのパラダイムを超えた市民社会論の必要性が叫ばれるようになったのである。 

キムリッカは、実証的考察に基づいて、現実には、西欧の民主主義体制においてほとんど

の民族文化的集団は、近代のリベラリズム的社会に参画していくことを望んでおり、個人

的自律を獲得していこうというリベラリズム的思想が、民族、言語、宗教に関わりなく近

代社会において要請されている、という解釈を発表した（Kymlicka, 2001, p.20）。そして、

キムリッカは、リベラリズムを思想的基盤として、マイノリティの権利とリベラリズムの

意味の関連性について、あるいは、自由民主主義社会・制度における言語、国籍、民族的

アイデンティティなどの役割について議論されるようになったこの段階を、マイノリティ

の権利要求に関わる議論動向の第二段階として位置づけた。キムリッカ自身も、ロールズ

やドウォーキン（Dworkin, R.）から思想的影響を多分に受けて、独自のリベラリズム理論

を構築しているが、ロールズの理論においては、共同関係において存在しうる個人という

ものはなかった（吉崎、1998 年、103 頁）。ロールズの論じたリベラリズムにおいては、あ

くまで個人の権利の擁護が優先であり、共通善（common good）のために個人の自由が侵

害されてはならない。そこにおいて、多様な価値観を持った市民にとってどのような共通

の善が必要となるかを検討するまでの議論展開を望むことは難しいといえる。 

しかし、マイノリティの権利要求の視座からリベラリズムの可能性の考察を進めているキ

ムリッカは、この問題に対する答えの探求を試みている。例えば、善き生のために善き選

択をするという個人主義が認められているリベラリズムにおいて、事実上、マイノリティ

の権利を求めようとする動きがあることを、キムリッカは「リベラル文化主義（liberal 

culturalism）」という概念を用いて説明した。リベラル文化主義者は、自由志向的な近代市

民にとって文化的帰属感や国民的アイデンティティは重要であり、マイノリティの権利に
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よって文化的な繁栄や相互の信頼を確かめることが可能だ、という見解を支持する。キム

リッカもこの立場をとっている（Kymlicka, 2001, pp.21-23）。 

しかし、この第二段階の議論においては、“リベラルな国家は民族文化的に中立である”

という原則に基づいて、マイノリティの権利がその中立性からは外れることを説明するた

めの理由が必要とされた。だが、キムリッカは、この前提として立てられている中立性を、

明らかに誤っていると指摘している。 

ここで、「リベラリズムは中立である」という前提を批判的に捉えて、リベラリズムの文

脈上のシティズンシップ論の欠点を指摘したヤング（Young. I. M.）の主張にも注目してお

きたい。ヤングは、「差異化されたシティズンシップ」という概念を用いて、多文化社会が

抱えている問題に接近し、今後目指すべき方向性を提示している（ヤング、1996 年）。近年、

マイノリティ集団が抑圧からの解放や市民としての政治的権利の平等を求めて社会的闘争

に向かう際の理念的よりどころとして、「普遍的シティズンシップの概念」が活用されてい

る。しかし、「普遍的シティズンシップ」は、次の三つの意味を含意しているため、ヤング

は「普遍的シティズシップ」が抱える問題を指摘できるという。①万人がシティズンシッ

プを持つ。つまり、すべての者に公衆の一員としての同等の地位を与える。②個別性の対

概念である一般性として規定された普遍性、つまり市民の共通性、③万人に対して同一の

ことを定め、万人に同一な形で適用される法則や規則と言う意味での普遍性。 

ヤングの説明するところによれば、①は②、③を含意しない。すなわち、①と②、③は

緊張関係にある。それにもかかわらず、政治思想論者の多くは、その緊張関係を十分に考

慮に入れてこなかった。その結果、市民として活動することによって、集団への帰属関係、

集団の置かれた状況や利害の個別的相違を超越した一般意志として表現されたシティズン

シップの理念は、一般的視座を取れないと判断された諸集団を実際には排除してきた。 

ヤングは、「前提」に注目し、その「前提」の批判を試みている。「集団の差異化は、現代

社会においては不可避であり、また好ましい過程なのであると思う。しかし、この問題に

決着をつける必要はない。わたくしは、われわれの社会が、今や集団の差異化を有する社

会であり、この状態はかなりの間続くであろうということを仮定するのみである。われわ

れの政治的問題とは、われわれの集団のうち、あるものが特権を与えられており、他の者

が抑圧されているということなのである。」（ヤング、1996 年）と述べ、差異を公的に承認

するシティズンシップの必要性を共同体論の立場から主張している。 

あくまでもリベラリズムの立場に立つキムリッカは、共同体論に拠ったヤングと、普遍的
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シティズンシップを批判している点では見解が一致する。キムリッカは、第二段階の「リ

ベラルな国家の中立性」という前提を批判し、第三段階のマイノリティの権利にまつわる

議論への展開を提案している。実際の“中立”国家である合衆国の政策を見ても、子ども

は学校での英語学習を法的に求められ、雇用などにおいても英語話者であることが採用に

おいて必須となっている。 

キムリッカは、このような政策を、共通の言語や社会的制度への統合を促進するという意

図で遂行されてきた文化を含意するものとして捉えようとする。このような文化を、彼は

「社会構成文化（societal culture）」と呼ぶ。「社会構成的文化」とは、社会・教育・宗教・

余暇・経済などのあらゆる人間活動の範囲にまたがって、公的生活と私的生活の双方を含

む、広範囲な社会制度（学校、メディア、法律、経済、政府など）において使用される言

語を中心とした文化のことを指す。市民に平等な労働機会を提供するために必要な共通語

の知識伝達や公教育などの形によって具体化される。「近代自由民主主義において「社会構

成文化」は、必然的に多様性を含んだものとなり、「社会構成文化」への統合を促進させる

という試みは、すべての自由民主主義が採用した“国民形成”計画であるとされる（Kymlicka, 

2001, pp.24-27）。 

キムリッカは、現状において“民族文化的に中立”という仮定の上に設定されている国家

モデルに代わって、自由民主主義国家の新たなモデル、いわゆる“国民形成”モデルを用

いる必要があると提言している。ここにおいて国家が国民形成を担うということは、政府

がひとつの社会構成文化を促進することのみを指すのではない。キムリッカは、カナダ、

スイス、ベルギーなどを例に挙げ、複数の「社会構成文化」が一国内で存続しうる可能性

を提示した。また、単一の「社会構成文化」を領域内で伝播させようとする自由民主主義

国家が歴史的に見ても多数存在するという事実に対して、キムリッカはこれを文化帝国主

義やエスノセントリックな偏見として捉えるのではなく、この種の国民形成は、近代国家

の社会的平等や政治的結合にとって不可欠なものであると考えているのである（Kymlicka, 

2001, p.26）。 

以上のような三つの段階を経てマイノリティの権利についての議論が行われてきたとキ

ムリッカは跡づけているわけであるが、そこで問題にされてきたことは常に、マイノリテ

ィの権利要求の正当性についてであった。 

しかし、リベラリズムの文脈上でマイノリティの権利保障についての可能性を問うという

方向への議論展開とともに、マイノリティの権利をめぐる問題はその議論の焦点が移行し

 60



てきているとキムリッカはとらえている。すなわち、マイノリティの権利要求そのものが

不公正であるという考えは消えつつあり、現在では、アファーマティブ・アクション

（affirmative action、積極的差別是正措置）などに関連して、特定の文脈で多文化主義的

な政策が公正かどうかという点が検討されるなどの問題に関心が向けられている。 

 

（４）手続き的リベラリズムと多文化社会におけるシティズンシップ 

リベラリズムが正当化されるには、諸個人の平等な自由、諸権利が平等に保障されること

が必要である。だが、リベラリズムは、人々の間にどのような差異があるかという点につ

いては、テイラーの言葉を借りれば、「顧慮しない（blind）」（テイラー、1996 年、56 頁）。

こうした欠点を含むリベラリズム思想は、多文化社会においてシティズンシップをめぐっ

て生じる問題に対応できなかった。 

ロールズら平等主義的リベラリストと同じく、キムリッカも、古典主義リベラリストが依

拠する思想的基盤が公共性を欠いているとの限界の認識から、リベラリズム理論の発展を

目指した政治思想家の一人である。キムリッカは、ロールズ、ドウォーキンの思想を、「左

翼的自由平等主義（the left-wing liberal egalitarianism）」と称し、その特徴を、不相応な

不平等を修正する必要性を肯定し、恵まれない人にとっての幸福を道義的に優先しようと

するものであると定義した。この左翼的自由平等主義は、個人にある資産を所有する権利

を国家介入的に再配分することには反対する「右翼的自由至上主義＝リバータリアニズム

（ the right-wing libertarianism）」と同様に、手続き的リベラリズム（procedural 

liberalism）の一形態である。キムリッカの立場から見ると、古典的リベラリズムの論者は

「特に道徳的な市民の不在状況でさえ、自由民主主義が均衡と抑制を作り出すことで、効

果的に機能する」と信じている。キムリッカは、権力の分離、二院制議会制度、連邦主義

のような制度的、手続き的装置によって各人が自分の個人的利益を追求しても、共通善に

かかわりなく、ある私的利益が他の私的利益を抑制するという古典的リベラリズムの思想

的基盤に限界を見ている。そして、キムリッカは、現状は、あるレベルの市民的徳性と公

共性が要求されるような社会状況にあるはずだとしている（Kymlicka, 2001, p.328）。 

正義を保障しようとする目標においては、右翼的自由至上主義＝古典的リベラリズムから

脱した思想による枠組、つまり、個人の自由と社会的正義への関わりを基底とした自由平

等主義が必要とされているとキムリッカは考えた。古典的リベラリズムが対応しきれなか

った問題群に処方箋を提示できるかについて、キムリッカは、手続き的リベラリズムに期
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待を込めている。手続き的リベラリズムとは、「合理的修正可能性（rational revisability）」、

「非完全論的国家（the non-perfectionist state）」、「道徳的に任意の不平等を修正すること

（rectifying morally arbitrary inequalities）」という三つの特徴を持つ。特に、三点目に

ついては、左翼的自由平等主義に固有の考えであり、ロールズの理論においても最も特徴

的な考えのひとつとされている（Kymlicka, 2001, pp.329-331）。 

こうしたキムリッカの支持する手続き的リベラリズムに対してサンデル（Sandel, M.）は

批判を加えた。サンデルの解釈によれば、手続き的リベラリズムは国家の中立性を前提と

しているため、公共のアイデンティティや市民的徳性の概念を扱うことができない。しか

しながら、サンデルのこのような批判に対して、キムリッカは、サンデルがアイデンティ

ティや徳性の概念を善なる生活（good life）として解釈していることから手続き的リベラリ

ズムへの誤解が起こっている、と反論した。キムリッカの考えにおいては、徳性は、それ

を保持する人の生活を豊かにするという前提で正当化されなければ、善の概念とはならな

い。手続き的リベラリズムにおいて、国家とは正義を支えるものであり、善を判断するの

は個人である。サンデルの論においては、徳性やアイデンティティが善と混同されてしま

い、「国家の中立を前提とする手続き的リベラリズムは徳性やアイデンティティを扱うこと

ができない」という誤った解釈がなされていた（Kymlicka, 2001, pp.332-333）。キムリッ

カの支持する左翼的リベラリズムに特徴的な「分配の正義」の概念は、人々の選択によっ

て保有するものに違いが生じることを斟酌すべきであり、そして、人々の天賦の才や社会

環境によって生じる不平等を修正すべきである、と定義されている。手続き的リベラリズ

ムにおいて正義の保障は、国家が市民に対して公正な法への支持と遵法を求めるだけでは

なく、市民社会における人々の振るまいによって決定される。 

キムリッカは、自由民主主義に特有の徳性として、「公共性（public-spiritedness）」を挙

げた。なぜなら、それは権威主義体制における“国民”という地位と民主主義体制内での

“市民”という地位を明確に区別しうるものであったからである。自由民主主義において

は、公共性がシティズンシップの最も特徴的な側面であった（Kymlicka, 2002b, p.85）。 

近代民主主義が健全で安定した状態であるかどうかは、その社会における基礎的制度

（basic institutions）の正当性のみならず、その社会の市民の質と態度と関連している。キ

ムリッカは、市民の質と態度の例として、アイデンティティに対する感覚、つまり、国民

的、地域的、民族的、あるいは宗教的アイデンティティが競合する場合にそれをどう捉え

るかという力、自分達と異なる他人に寛容になり、共にはたらく能力、そして、政治的プ
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ロセスに関わろうとする意欲などを挙げている（Kymlicka, 2002a, pp.284-285）。 

自由平等主義は、政治的な参画の意思のある市民や、日々の行動に最低限の礼儀や丁重

さを示す市民を求める。そのために、そこにおいてはシティズンシップの概念が必要とさ

れる。人々がこれらの徳性を得られる場はどこであるかという問いに対して、ニューライ

ト、フェミニズム、コミュニタリアニズムの理論家はそれぞれ、市場、家族、市民社会な

どが民主主義的市民を育てる場として適していると考えてきた。 

これに対して、キムリッカは、自由平等主義的な立場から見ると、それぞれの深刻な欠

点があると指摘し、『シティズンシップの学校』として適切なのは、正確には、学校、すな

わち、公教育システムである、と論じている。市場、家族、市民社会で習得した徳性に補

完や修正を施すためにも、自由平等主義においては、共通教育の形が必要とされると述べ

（Kymlicka, 2002b, pp.92-93）、個人個人に市民的徳性を涵養する場として公教育の重要性

に目を向けている。 

また、キムリッカは、ある社会の構成員はシティズンシップを平等に獲得することによ

ってその社会への統合への意思が芽生え、その統合の目標となるのは「社会構成文化」で

あると論じている。前項で確認したように「社会構成文化」とは、制度においては、学校、

メディア、経済などに具体化されるものとされている。多文化社会のシティズンシップに

関する展望を検討していく上で、公教育の役割を考察していくことは不可欠であるといえ

るだろう。 

これまで見てきたように、キムリッカは、実証的考察に基づいて理論的主張を続けてき

た。それは、現実には、西欧の民主主義体制においてほとんどの民族文化的集団は、近代

のリベラリズム的社会に参画していくことを望んでおり、個人的自律を獲得していこうと

いうリベラリズム的思想が、民族、言語、宗教に関わりなく近代社会において要請されて

いる、ということである（Kymlicka, 2001, p.20）。 

さて、シティズンシップの重要な側面として、キムリッカは公共性の重要性について触

れているが、日本の文脈でもそのような公共性に基づいた社会が作られていくことは可能

であろうか。 

日本における公共性と共同性について論じた小熊英二によれば、日本では、地方や家族、

あるいは業界団体など中間集団の個人を拘束する前近代的な共同性を残存ないし再編させ

ながら、それを中央集権制の下に接続して活用していった。このため、中間集団と国家が

相互に癒着し、「個人が公共性の願望を託せる空間とは言い難かった」（小熊、2000 年）。 

 63



この日本の公共性は、非ヨーロッパ圏の後発国が植民地化を経ずに自国政府の主導のも

と急速な近代化を進めたという類似例の少ない歴史的経緯から生じたものであった。日本

において国家とは、依然、国民国家を意味するものであり、現在でもその性格は保持され

たままであるとされる。このことから、国家との強い結びつきを依然維持する公共性は、

ナショナリスティックな傾向を持ち続けていると仮定することが出来る。小熊は、新たな

共同性と公共性へのとりあえずの答えとして、「共同体の再建が同時に国家からの独立であ

る方向を探らねばならないことである」（小熊、2000 年、50 頁）としている。 

小熊に代表されるように、公共性や市民性に関して、日本の論者の発言は増えている。

斉藤日出治は、シャンタル・ムフによる発言を参考に「個人は市民としての同質的な権利

だけではなく、個人の多様なアイデンティティについても正当に承認されなければならな

い。個人は同質的な存在としてではなくその多様なアイデンティティを通して構成されて

いるのだから、それらのアイデンティティの多元性の承認を必要とする。」と論じ、今日の

多文化社会の文脈でのシティズンシップ概念のモデルを以下のように理想化している。「多

元化する市民社会において必要なことは、特殊性や差異の領域を私的な次元に押しやるこ

とではなく、この領域のなかに政治的な分節＝連節の可能性を探ることである。そのこと

によって、差異についての新しい言説をうちたて、人種・ジェンダー・エスニシティにも

とづく既存の差異を不適当なものとする視点をうちださなければならない。既存の差異の

固定化は、排除と差別を生み出し、社会を分裂に追いやる危険性をはらんでいるからであ

る。政治的行為を社会的な多元性の領域に位置づけなおすことによって、人種・エスニシ

ティ・階級・セクシュアリティといったものの諸関係の政治的な接合の可能性を切り開か

なければならない。」（斉藤、1999 年、217 頁） 

 

第二節 多文化社会の公教育とシティズンシップ教育論 

（１）シティズンシップ教育―カナダの議論変遷を例として 

キムリッカに代表されるような多文化社会におけるシティズンシップをめぐる論は、教

育の場において何をシティズンシップとして子どもたちに提示していくかという議論の活

発化にも影響を与えた。 

シティズンシップ教育の議論は、カナダにおいては、古くからさまざまな場で取り上げ

られてきたが、社会の多文化的変化への対応という視点から、改めて今日脚光を浴びるよ

うになっている。 
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以下、シティズンシップにかかわる教育の言説を紹介するに当たって、社会統合と多様

性の尊重をめぐる議論がどのように扱われているのかという点に留意しながら、カナダの

シティズンシップ教育理論の史的変遷と現状について整理しておきたい。 

オズボーン（Osborne, K.）によれば、カナダの学校におけるシティズンシップ教育の発

展と伝播は、その特徴によって四期に分けられる。第一期は、1890‐1920 年であり、義務

教育の制度的強化が行われた。この時期には、同化的な国民形成の手段として子どもたち

のカナダ人化（Canadianization）がシティズンシップを指すと定義された。第二期は、ア

メリカ的な進歩主義教育の流行を受けて、民主的な生活を求めるシティズンシップが強調

された。時期としては 1920 年から 1950 年の間を指す。第三期は、「汎カナダ的理解

（pan-Canadian understanding）」が奨励され、カナディアン・スタディーズを促進させ

る運動によって、カナダの子どもたちに自国についての理解を深めさせようとすることが

シティズンシップとして位置づけられた。1960 年から 1980 年までの時期である。最後の

第四期は、1990 年から（1980 年代後半とも）で、積極的シティズンシップ論からの後退期

を指している。この時期は、学校教育の目標として、経済的指針によってグローバル経済

を生き抜くための「競争」が掲げられ、商業主義に対応できるような人材に子どもたちを

育成していくような傾向が顕著になった（Osborn, 1996, pp.32-33）。 

四区分されたこれらの時期はそれぞれに、その特徴が表れている。当時の世相に反映さ

れたような諸要因に強く影響された。第二期は、第一次世界大戦後から、大恐慌、第二次

世界大戦を経て、冷戦に至るまでを指し、そのような社会情勢で必要な教育原理として、「よ

り技術的で、より職業的な志向に基づいた思想が求められた。1915 年のウィニペグ争議

（Winnipeg Strike）3を受け、1919 年に「カナダ人のシティズンシップに関連した個性教

育についての会議（The National Conference on Character Education in Relation to 

Canadian Citizenship）（以下、1919 年シティズンシップ教育会議と表記）」が開催された。

これは、資本家たちが、安定して生産的な一般市民の開発（the development of a stable and 

productive citizenry）を協議するために組織開催したものである。 

汎カナダという意味でシティズンシップを形作っていこうと動きは第三期に見られる特

徴である。その発端は、ホジェッツ（Hodgetts, A. B.）によって 1968 年に発表された著書

“What Culture? What Heritage?: A Study of Civic Education in Canada”にあると言われ

る（Evans & Hundey, p. 125）。当時は、カナダ連邦結成 100 年という節目を迎え、関連す

る祝賀行事も国家意識高揚の策という性格で執り行われていた。ナショナル・ヒストリー・
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プロジェクトの報告書として発表されたホジェッツの著書は、カナダがその規模、地域主

義、言語、そして、隣国合衆国との関係で大きな危機にさらされているという認識から書

かれたものである（McLeod, 1989, p.13）。民族的多元主義を「アキレス腱」として捉え、

英系・仏系カナダ人の分裂問題や多文化化する人口動態に触れ、住民の和解の可能性につ

いてそれは論じている。そして、カナダディアン・スタディーズ協会の設立を提案してい

る。ただし、ホジェッツは、その報告書において、国民統合（national unity）を目標とす

る標準化された歴史や社会科のプログラムには断固として反対し、一貫して、カナダの多

元主義、多様化を前提として、その理解に努めるよう促す国民理解（national 

understanding）の立場をとり続けた（McLeod, 1989, p.14）。 

ホジェッツの提案を受けてカナディアン・スタディーズ財団（Canadian Studies 

Foundation）が設立され、カナディアン・スタディーズの開発・促進が始まった。しかし

ながら、カナディアン・スタディーズ財団は、その後、政府からの助成が減額されてゆき、

1986 年には、その活動を休止することとなった。その後、カナディアン・スタディーズは、

時折開かれる会議や、関心のあるグループ、教育関係部署、教育委員会、教員の手による

努力にのみ、その発展を負うこととなった（McLeod, 1989, p.15）。 

オズボーンは、1990 年代（あるいは 1980 年代後半）からの第四期として、自国につい

ての理解を深めさせるという意味でシティズンシップ教育を捉えた場合のシティズンシッ

プ議論は、停滞期を迎えることになったと指摘している。確かに、1990 年代はグローバル

レベルの経済競争を勝ち抜くための人材育成を目標としたシティズンシップの概念づくり

に傾いているというオズボーンの指摘も、各州の教育改革において学力達成度評価や結果

主義原理が導入されている事実にあるように、認められる。“国民”としての統合という観

点から、多文化社会のシティズンシップをもう一度問い直そうという面も広がってきたの

である。 

社会の多文化化との関連で考察したシティズンシップ教育の議論については、オズボー

ンの区分の第三期以降にすでに見られる。カナダの人口構成の多元化が進み、多様な文化

的・多元的状態、グローバル化や民主社会における矛盾した特質などに関心を寄せつつ、

カナダの市民権について多文化的な要素に視点を置いて、シティズンシップ教育を扱って

いこうという動きが現れた。1987 年に、カナダ教育協会（Canadian Education Association）

と国務庁（Department of the Secretary of State）の後援で、「学校とコミュニティにおけ

るシティズンシップとシティズンシップ教育に関するフォーラム（Form on Citizenship 
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and Citizenship Education in Schools and Communities）」が、エドモントンで開催され

た。このフォーラムの提案書において、シティズンシップとは「国民」に限定されるもの

ではないという見解が示されている（McLeod, 1989, p.195）。さらに、「我々を強くするの

は、豊かになっていく多様性を理解し、受け入れることである」という目標を掲げており、

これは、多文化時代を迎えた社会におけるシティズンシップ論の必要性を示唆したものと

して捉えることができる。だが、多文化社会という構造を基軸に置き、その構造において、

社会統合につながるような社会構成員としての意識を育てる教育理念としてシティズンシ

ップ教育を位置づけるという議論が本格化したのは、1990 年代に入ってからであった。 

 

（２）既存の枠組の再検討化に向けた多文化教育理論の変遷 

 さて、1960 年代から論じられてきた多文化教育研究では、これまでどのような理論提示

がなされてきたのだろうか。 

もともと、多文化教育は、1960 年代から 1970 年代にかけての合衆国における公民権運

動から文化的多元主義が生み出され、その実践活動として出現したと言われる。バンクス

（Banks, J. A.）によると、多文化教育スタートの原点はマイノリティの教育の機会均等を

目指そうという理念であり、マイノリティの立場にあった人種・民族集団が、各自の言語

や生活習慣などを学ぶ単一民族学習からその実践は始まった。 

その後、その発展の流れは多様に枝分かれしていくことになるが、そのひとつとして、批

判的教育学思考への移行と期を共にしてきた理論、また、人種差別問題に正面から取り組

み、公正の達成をキーワードにした反人種主義教育理論がある。前者は、主に、合衆国の

理論家・研究者によって、一方、後者は、イギリス・カナダの理論家・研究者によって用

いられている理論であるが、その中心的課題として、差別、偏見、無知を生み出す社会構

造そのものを批判視する点では共通している。 

教育学の思想が批判的教育学（critical pedagogy）に移行を遂げた流れに影響を受けて、

合衆国においては多文化教育理論も同様の思想を含みながら発展した。批判的教育学は、

社会の権力関係で生み出され伝達されている知識に批判的に対抗することを試みる理論で

あり、その理論に基づいた実践によって社会の再構築を目指す。これは、フレイレ（Freire, 

P.）、グラムシ（Gramsci, A.）の主張などに始まった思想である。1960 年代から、母国ブ

ラジルの識字運動に取り組んできたフレイレによれば、失業などで社会的、政治的、経済

的困難を被っている非識字者は、文字の獲得だけではその困難からは解放されていない。
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フレイレの言う識字化とは、既存の権力関係、現実のイデオロギー構造を認識し、批判し

ていく条件を、非識字者が学習の主体となって獲得することを意味し、そこから人々は抑

圧からの解放を目指すことができる、というものであった。これは、批判的識字（critical 

literacy）と称され、後の批判的思考、批判的教育学の発展へと大きな影響を与えた。1980

年代、合衆国の保守的教育学者の立場4に対するマクラーレン（McLaren, P.）、ジルー

（Giroux, H. A.）ら批判的教育学の主導者による辛辣な反論は、支配者階層、マジョリテ

ィによって作られた標準や規範の押し付けに対する批判精神を伴った挑戦であった5。 

マクラーレンは、多文化主義モデルの変遷を四つに区分し、整理している。保守的多文化

主義（conservative multiculturalism）では、支配者グループの文化が基準、共通文化とし

て正当化され、支配者グループ以外の子どもは、劣った存在としてそれへの同化が奨励さ

れる。アングロ信奉論（anglo-conformism）、るつぼ論（melting pot）と名付けられてい

るモデルのことを指す。リベラル多文化主義（liberal multiculturalism）は、人種間の生

得の知的同一性、平等性への視点に基づくことを一義的に求める。しかし、その平等性は

支配者層の基準に合わせた圧制的な普遍主義に陥る危険性がある。次に、左派リベラル多

文化主義（left liberal multiculturalism）の段階になると、人種、階級、ジェンダー、民族、

文化による「違い」を強調する。しかしながら、社会的、歴史的に構築されたものとして

の「違い」を無視しがちとなり、劣ったもの、優れたものは生得のものとされ、それによ

って生み出される差別・偏見を克服することは難しいという意識を人々に抱かせる。 

そして、マクラーレンが推奨するのが、批判的･抵抗多文化主義（critical and resistance 

multiculturalism）である。批判的思考を取りいれた批判的・抵抗多文化主義は、従来受け

継がれてきた社会的、文化的、制度的関係の変革を目指すものである（McLaren, 1994）。

この理論は人種や階級などによる分化は社会的闘争によって生み出されるというポスト構

造主義思想に拠り、規範によって作り上げられた違いやアイデンティティの概念を批判的

な視点でとらえている。 

マッカーシー（McCarthy, C.）は、具体的な多文化教育実践の説明を加えながらの批判

的多文化教育（critical multicultural education）への 4 つの段階過程に整理し、批判的思

考への移行を提唱している（McCarthy, 1995）。 

文化理解（cultural understanding）モデルは、文化相対主義をその基本概念とする。教

室での民族的違いを相互に感じ取れるようになることを目的とする民族研究などが科目と

して提供される。しかし、このモデルは違いの強調でステレオタイプを増長するため、皮
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肉にも民俗的多文化教育（folkloric multicultural education）と呼ばれるような欠点を抱

えた。 

文化能力（cultural competence）モデルは、文化的多様性の中で、自分の母語や遺産文

化を獲得し、維持するとともに、他の集団との交渉に利用できる言語や文化を習得する二

言語・二文化プログラムの実践がその代表例となる。なお、カナダの言語教育学者カミン

ズはカナダの多文化主義政策の文脈で推進されてきた遺産言語プログラムの有効性を、

1970 年代から続く遺産言語教育の先行研究の結果に独自の調査結果を照らし合わせて実証

した（カミンズ、1997 年）。カミンズによれば、遺産言語・マイノリティ言語を使用して授

業が行われてもマジョリティ言語の学習の進歩を妨げることはなく、二言語・二文化プロ

グラムで第一言語と第二言語の運用能力を伸ばし続けた子どもは学力や認知能力を高いレ

ベルまで伸長させていた。カミンズが言語間の「相互依存」（interdependence）と呼んだ

この理論は、遺産言語プログラムなどを通して、より一層充実した運用が期待されている。 

さて、文化能力モデルはマイノリティがマジョリティへの同化の努力を求められるとい

う階層格差が浮き彫りになるため、文化解放と社会再構築（cultural emancipation and 

social reconstruction）モデルが登場した。マジョリティ中心に形成された価値観、偏見の

こもった教師の態度、教科書上の否定的な表現など、マイノリティの文化的アイデンティ

ティを抑圧する要素を持つカリキュラムや学校環境に、マイノリティの文化に肯定的な価

値を付加する。しかし、このモデルは、あくまでマイノリティの文化を「付け足す」ので、

従来のマジョリティの価値観を肯定化することになり、学校、そして、将来子どもたちが

関わっていく労働市場における民族、人種差別に対する認識が低く、楽観的であるという

課題を抱えることになる。つまり、この見方では、自己の民族的自己同一化が自己の範囲

で保障されているだけで、マジョリティの規範で構築された絶対的な自己同一化の対象に

「市民」として自己同一化できない集団・人々を、社会的、経済的に疎外された位置に自

らを位置づけることで満足させるという事態につながっていくのである。 

こうした課題の解決を目標として登場したのが、批判的解放多文化主義・批判的多文化

主義（critical emancipatory multiculturalism or critical multiculturalism）である。これ

までのマジョリティの価値観に拠る規範的な学校知識に自己同一化できず、社会的抑圧を

受けてきた弱者の視点から、学校知識、環境を批判し、学校外の社会関係を十分考慮に入

れた多文化教育を構想していくことが想定される。三番目の文化解放と社会再構築

（cultural emancipation and social reconstruction）モデルにおいて克服できなかった、
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複雑な社会的、政治的関係は視野の外という限界に真っ向から取り組む（もちろん、この

モデルも完璧なものでなく、マイノリティ・グループの構成員としての価値観で、批判を

行っていかなければならないので、個人の意見は軽視される、というディレンマを抱える）。

この四番目の批判的解放多文化主義・批判的多文化主義の考え方は、公教育の原理への問

い直しのきっかけとなるものである。 

上述したように、本来、多文化教育は、マイノリティの立場にある子どもたちに機会の

平等を提供することを目的として生まれたものであるゆえ、その対象の中心となるのはマ

イノリティの子どもであり、条件によっては、マイノリティの子どものみを念頭においた

教育実践となっていった。このような条件下では、多数派集団がみずからの意識に少数派

集団よりも優等な存在価値を加えることで「マジョリティ」としての感覚を作り上げてい

くという「権力関係」を構築することにつながっていく。このような理論的限界を発展さ

せたのが批判的多文化教育であった。それは、「マジョリティ対マイノリティ」という対立

構図ではなく、全ての子どもが、社会的に作り上げられた学校知識を批判的にとらえ、自

らの解放を目指す。国民国家の思想を基盤とした公教育を問い直す視点がそこにある。 

 

（３）シティズンシップ教育実践化への議論 

ところで、カナダにおいて、多文化問題と関連付けたシティズンシップ教育の議論が活

発化した象徴として位置づけられるのが、メトロポリス・プロジェクト（The Metropolis 

Project）の結成と活動である。移民を引きつける大都市の問題を、移民の社会統合と都市

の変容に焦点を当てた切り口から検討する国際プロジェクトである。1994 年にバーンスタ

イン（Burnstein, M.）の着想によって企画され、1996 年に事業が開始された。政府、NGO、

民間セクター、公的セクターのあらゆるレベルの活発かつ調和の取れた支援の必要性を訴

え、施策実践者に欠けていた知識や共通の戦略的綱領に基づいて活動することに焦点を当

てたプロジェクトである6。  

メトロポリス・プロジェクトは、カナダ国内プロジェクトと国際プロジェクトの協同プ

ロジェクトとして構成された7。国内プロジェクトは、2002 年 3 月までの第一期間（6 年間）

については、シティズンシップ・移民省（Citizenship and Immigration Canada）遺産省

（Department of Canadian Heritage）などの連邦政府の部局や機関から、事業開始資金と

して約 800 万カナダドルの財政支援を受けていた。国内プロジェクトは、モントリオール、

トロント、エドモントン、そして、ヴァンクーヴァーの四都市を拠点としたセンターが設
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置され、それぞれが地元の主要大学との連携を取り、連邦、州、地方などあらゆるレベル

の政府やコミュニティ組織とも協働関係を築きながら、全体で 200 以上の研究プロジェク

トを進行（一部終了）させている8。 

国内プロジェクトの目標は主要都市における移住問題や文化的多様性に関わる政策を改

善することにあり9、 具体的には、①学術研究を発展させること、②政策決定のために研究

を利用するための効果的な方法を開発すること、③重要な政策問題や政策のオプションに

ついて学術研究を行っていくこと、とされている。 

小林順子は、1996 年にメトロポリス・プロジェクトの活動が始まり、その周辺において

も、関連学会が相次いで、シティズンシップ教育が取り上げている状況を、「多民族・多文

化社会問題に対処する視点が多様化した社会をいかにまとめていくかという方向に移って

きているのではないか。」と推察している（小林、1989 年、164 頁）。 

メトロポリス・プロジェクトの存在・活動の意義として評価されるのが、研究者と政策

立案者との間の双方向コミュニケーションであるが、そのうち教育を研究領域として扱っ

ている研究者は、メトロポリス教育研究フォーラム（Metropolis Education Research 

Forum）の開催やカナダ教育学会（Canadian Society for the Study of Education）の場で、

シティズンシップ教育に関するセッションを組織（1995 年、1997 年、1999 年、2002 年）

している。また、1997 年 11 月にモントリオールにおいて開催された第二回目のメトロポ

リス会議において、シティズンシップにかかわる研究者が一堂に会する機会を利用して、

カナダ遺産省の多文化主義部局主催の市民参加のフォーラムが開かれた。ここで、当時、

カナダ国内で増加しつつあったシティズンシップ関連の行事やプロジェクト10を相互に繋

ぎあわせ、カナダにおけるシティズンシップ教育のコンセンサスを築くことを目指し、シ

ティズンシップ教育研究ネットワーク（Citizenship Education Research Network、以下、

CERN）が定期的に開催されることになった11。 

CERN は、アルバータ大学教授のエベール（Hébèrt, Y.）が呼びかけ人となって、1998

年 3 月に、アルバータ州のカナナスキスで開催されたシティズンシップ教育のシンクタン

クがその母体となっている12。シティズンシップ教育というひとつの主題を掲げて議論する

全国的な取り組みは、1919 年シティズンシップ教育会議以来なかった。もっとも、1919

年シティズンシップ教育会議は、安定した生産的な市民の育成を検討することが目標とさ

れ、シティズンシップが個性教育と関連づけられて議論されており、当時のシティズンシ

ップの概念はより個人的価値（personal values）（Osborne. 1996, p.41）に視点をおいて定
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義される傾向があった。 

エベールとシアーズ（Hébèrt & Sears）は、市民的、政治的、社会経済的に区分され

たマーシャルのシティズンシップの三領域に加え、文化的・集合的領域（cultural or 

collective dimensions）が第二次世界大戦後に、近代シティズンシップ論では必要なものと

なってきたと位置づけている。シティズンシップの文化的・集合的領域は、「社会において

増加しつつある文化的多様性（cultural diversity）、つまり、他の文化に対する開放、グロ

ーバルな移住、増大する移動性などを原因とする多様化、を考慮に入れる社会の方法のこ

と」13を指す。変化する時代の要請を得ながらも、この領域の理論的、あるいは教育実践上

の発展が停滞気味であったという状況を踏まえて、エベールらは、CERN などの組織化に

動いたと考えられる。 

CERN では、研究者、政策立案者、実践者、住民を含めた関係者間での、カナダのシテ

ィズンシップ教育研究の覚書を作ることが目標とされた。CERN は、人々の間にカナダ社

会への所属意識（sense of belonging）、市民の参加（civic participation）の発展を重視し、

「カナダは過渡的な社会（Canada is a society in transition）」と定義したうえで、市民の

役割、権利、そして責任を持たせるために住民の社会化を保障する責任を持つのは学校や

連邦関係機関であるとした。CERN の役割として、「社会的結合（social cohesion）」とい

う重要な要件に対する組織的で長期的な研究を必要とし、社会全般の状況に応じたもので

あるとしている。 

1998 年のカナナスキス会議では、シティズンシップ教育研究の四つの目標が定められた

（カギ括弧内は具体的な研究テーマ）。その四つの目標を、以下に列挙する。 

 

① シティズンシップの概念と文脈（Citizenship Conceptions and Contexts）（「歴史的、

社会的、哲学的文脈の研究」、「シティズンシップについて人々が持つ概念、教育者

が持つ概念」） 

② シティズンシップの実態（Citizenship Practices）（「シティズンシップ教育の実態の

認識」、「学校外の場における実践や規範がシティズンシップ教育に与える影響」、「生

徒、保護者、地域に対する学校や学校外の組織の役割」、「シティズンシップの実践

の意味」） 

③ シティズンシップの価値（Citizenship Values）（「カナダ人が共有するシティズンシ

ップの価値・理念」、「カナダ社会の特定集団が持つ価値に対するカナダ人の認識」、

 72



「自分の価値を当てはめたり、価値衝突を起こす状況になった場合、カナダ人はど

のように応じるか」、「現在準備されているシティズンシップ関係の資料はカナダ人

が同意するシティズンシップの価値を反映しているか」） 

④ シティズンシップに関わる技能、知識、態度、行動（Citizenship Skills, Knowledge, 

Attitudes and Behaviours）（「シティズンシップの領域で、一般的な技能、知識、態

度、行動とは何か」、「このような研究がいかにして「善なる市民実践」を導くこと

ができるのか」、「シティズンシップに関わる技能、態度、知識が行動を導くのか」、

「教育学的アプローチがシティズンシップ概念の普及や認識にどんな影響を及ぼす

のか」）14 。 

 

なお、エベールらとともに、シティズンシップ教育について積極的に発言しているモン

トリオール大学教授パジェ（Páge, M.）は、15 の論文をレビューし、複合的なシティズン

シップ概念を整理している（Páge, 1997）。パジェ自身、「我々が考えなければならない多

様性は、他の国からやってくる人々を統合するという問題から起こっている」とし、多様

性を尊重しながらもそれらをどうまとめていくかという視点に立っている。パジェの言う

シティズンシップの複次的概念とは、「市民に平等を認める共有された公共の特徴を強調す

るもの」と「社会の構成要素を区分する差異化する特徴を強調するもの」との二つの流れ

を調整しようとするものである。 

このような要素が多文化主義を構成する本質として内包されていることからも、今後、多

文化社会における社会統合という主題を議論していく上で、シティズンシップ教育と多文

化教育の両方の側面を採り入れていくことが、公教育の大きな課題となっている。 

 

第三節 多文化社会における教育問題15 

（１）「教育制度による人種差別」幻想 

ディヴィースとグッピー（Davies, S. & Guppy, N.）によれば、これまでカナダの多文化

教育・反人種主義教育の研究者たちは、「学校は、本来、すべての生徒に平等な機会を提供

しているという前提にもかかわらず、学校中退率や大学入学率において集団間に違いがあ

る」、「学校はカナダ人がヨーロッパから受け継いだ文化の優勢を暗に促しているので、白

人、特にアングロ・サクソン系の生徒の教育達成度に有利である」と主張し、「公教育制度

はマイノリティに対して差別的である」と批判してきた。このような立場をとる研究者た

 73



ちは、マイノリティの生徒が自己認識できるような積極的ロールモデルが描かれた教材作

りや、人種ごとに歴史的出来事や英雄を探し選び出す取り組みなどの、新しいカリキュラ

ム作りや教育サービスを改善することなどが必要であると主張した（Davies & Guppy, 

1998）。 

しかし、ディヴィースとグッピーは、こうした多文化教育や反人種主義教育の主唱者た

ちの意見が学界や政界で主流を占めていることについて、「データ的な根拠によらないまま

の主張である」との反論を示した。 

この反論の根拠として、ディヴィースとグッピーは、1991 年の国勢調査のデータから、

高等学校修了、大学学位取得率などについて、各集団間の比較を行った結果を提示した。

表 1‐１はその成果の一例である。 

 

表１‐1 カナダ・マイノリティ集団内の高等学校修了者占有率（20 歳以上） 

カナダ生まれ カナダ外生まれ カナダ生まれ カナダ外生まれ

カナダ全体平均 54.5 50.7 51.5 54.2

ヴィジブル・マイノリティ 69.6 57.7 68.6 64.5
韓国・朝鮮系 83.3 75.0 92.5 86.1

中国系 80.4 53.5 79.4 61.5

フィリピン系 78.1 77.7 73.3 79.6

南アジア系 75.5 57.3 72.6 66.3

西アジア・アラブ系 73.2 62.5 70.8 72.3

ラテンアメリカ系 71.4 55.9 64.1 60.6

日系 69.2 69.8 69.1 72.3

太平洋諸島系 61.3 58.4 54.2 59.8

黒人 57.6 55.2 55.4 60.1

東南アジア系 53.3 39.5 50.0 48.6

ヴィジブル・マイノリティ以外 54.3 46.9 51.3 48.7

女性 男性

出典：Davies & Guppy, 1998, p.136 より、筆者加筆。. 
 

その結果、ヴィジブル・マイノリティ16として区分された集団（20 歳以上）のうち、高

等学校修了者の当該集団全体に対する割合は、カナダ全体のそれを上回っていることが明

らかにされた。詳しい数値をあげると、ヴィジブル・マイノリティの高等学校修了者率に

ついては、カナダ生まれ女性 69.６％、カナダ外生まれ女性 57.７％、カナダ生まれ男性 68.

６％、カナダ外生まれ男性 64.５％、また、1980 年代あたりから特に差別の被害者と言わ
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れてきた黒人（Blacks。アフリカ系、カリブ系、アメリカからの移民、カナダ出身者を含

む）の 20 歳以上の高等学校修了者数の割合については、カナダ生まれ女性 57.６％、カナ

ダ外生まれ女性 55.２％、カナダ生まれ男性 55.４％、カナダ外生まれ男性 60.１％であり、

いずれの分類でもカナダ全体平均の数値を上回っていた（表１‐１参照）。 

また、ディヴィースとグッピーは、民族集団ごとの大学学位取得者について、年齢集団

と性別に分け、25‐34 歳女性、55‐64 歳女性、25‐34 歳男性、55‐64 歳男性という四区

分で学位取得率の数値を表示した。興味深い結果として、ヴィジブル・マイノリティのう

ち、中国系（順に、28.９％、５.９％、37.６％、14.３％）、フィリピン系（順に、28.８％、

23.７％、20.８％、30.５％）が、カナダ全体の数値（順に、15.７％、５.０％、15.９％、

10.１％）を上回る数値が出された。 

以上のような調査結果からディヴィースとグッピーは、「様々な指標を使って、他の集団

と比較すると、ヴィジブル・マイノリティや移民の教育達成を妨げるような全面的な差別

があるという断定は出来ない。」（Davies & Guppy, 1998, p.139）との結論を導き出した。 

ディヴィースとグッピーによって批判を受けた多文化教育・反人種主義の研究者は、公

教育上の人種差別を証明する際に、的確なデータを用いていなかった。そのような研究者

たちは、低所得や非熟練の職業従事者数の割合が、白人集団内よりもヴィジブル・マイノ

リティ集団内で高く、専門職や高収入を得る職業従事者の割合が白人集団内よりヴィジブ

ル・マイノリティ集団内で低いという格差があることについて、その要因を「ヴィジブル・

マイノリティの教育達成度・教育レベルの低さに帰結させる」というロジックで解釈して

いたのではないだろうか。マイノリティにとって不利となっている社会経済的地位の要因

を、彼（女）らがカナダの公教育上で受けてきた教育の問題として表面的に結び付けて扱

うことで、「公教育制度上の人種差別」幻想を作り出していた。こうした幻想は、教育現場

における問題には人種や民族のバックグラウンドが影響を及ぼしているという解釈を作り

出した。このことは、「問題の系列としては別種のものであるはずのものが、現行の支配構

造のもとで接合されて、新たな意味づけを与えられ、新たなカテゴリーとして位置づけら

れる。」（池田・長尾、1993 年、253‐254 頁）という接合理論による説明が可能である。 

 

（２）社会に根づく差別意識―教育と雇用機会との関連 

前項で紹介したようにディヴィースとグッピーの研究は、教育達成に関わるいくつかの

指標を使って算出した数値的根拠によって、公教育上にはヴィジブル・マイノリティ、移
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民の教育達成を妨げるような全面的差別は存在しないと結論付けるものであった。だが、

ヴィジブル・マイノリティに対する差別の解消を唱える動きは盛んであり、教育と雇用の

関連においてヴィジブル・マイノリティが差別を受けているということを解説する研究も

多い。 

カルバック（Kalbach, W. E.）は、1961 年から 1981 年の 20 年間にカナダに入国した 15

歳以上の移民の民族集団別に見た大学教育修了人口の割合、管理職、行政職、専門職など

のいわゆるホワイトカラー職に従事する労働力の割合、家族収入が５万ドルを超える人の

割合から、移民の特徴を説明している（Kalbach, 1990）。 

ヴィジブル・マイノリティの場合、カナダ平均以上の学歴を持つ集団は、フィリピン／

太平洋諸島系、韓国系、日系、インド・パキスタン系などほとんど（黒人／カリブ海系は

カナダ平均より下回る）が、カナダ平均を上回っている。アジア系移民に高い教育水準を

持つ者が多い理由として、1967 年に新しく導入されたポイント・システムがある、とカル

バックは推察している。一方、ホワイトカラー職従事者の割合、収入の面で移民の全体像

を捉えると、ホワイトカラー職に従事する人口比でカナダ平均を上回っているのは、中東

アラブ／アジア系、韓国系／日系、インド・パキスタン系という限られた集団となり、5 万

ドル以上の家族収入のある人の割合でカナダ平均を上回っている集団はヴィジブル・マイ

ノリティからは一つも出ていない。この調査から、移民出身のヴィジブル・マイノリティ

は、高い教育水準、その教育水準を達成した能力に見合うだけの職業的安定、収入を得ら

れていないことがわかる17。 

以上のような調査分析を参考にすると、獲得した学歴に見合うだけの雇用状況に置かれ

ていないという意味で、カナダ外出身のヴィジブル・マイノリティがカナダ国内出身のヴ

ィジブル・マイノリティにも増して不利な立場にあり、差別に直面している。このことか

ら、カナダ外で、特に、ヴィジブル・マイノリティの出身国・地域である「第三世界」で

取得された学位は先進国の学位に相当するものと評価されず、それが雇用面での差別を生

み出していると推論しうる。 

 

（３）移住者付随特性への新たな視点―移住者入国区分による課題の差異 

教育と雇用とのつながりについてのデータからも読み取ることが出来たように、カナダ

社会に特定の集団、特に「第三世界」出身のヴィジブル・マイノリティに対する人種差別

は存在しており、人々の人格の内面に根づいた人種差別意識は深刻な問題である。 
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一方、ディヴィースとグッピーの指摘やヴィジブル・マイノリティの教育達成度に関す

る他の調査からも導き出されたような結果から判断すると、「カナダの教育環境は、マイノ

リティ集団に属する生徒の教育達成度を妨げている」という教育研究の従来型ロジックで

ヴィジブル・マイノリティの現状を説明することには無理がある。 

しかし、このことから現在の多文化社会において深刻な教育問題は存在しないという形

での結論に急いではならない。なぜなら、各調査による論証は、ヴィジブル・マイノリテ

ィについての絶対的な事実として捉えるには不十分であり、そこにはヴィジブル・マイノ

リティとして一括りに分類することで見えなくなってしまった課題も存在するからである。

例えば、ディヴィースとグッピーの調査で東南アジア出身者（South East Asian）として

区分されたヴェトナム、タイ、ラオス、カンボジア、インドネシア出身者のうち、カナダ

外生まれの高等学校修了者数の割合は、女性 39.５％、男性 48.６％と、カナダ全体の数値

（女性 50.７％、男性 54.２％）より低い数値を示している（表１‐１参照）。ディヴィース

とグッピーからは、これについての理由説明がなされていない。 

そこで、カナダ連邦シティズンシップ・移民省（1992 年からの名称。1991 年までは、雇

用移民省）発行による移住者に関する統計（以下、移民統計と表記）から、移住者の出身

国データを用いて、ヴィジブル・マイノリティの特性について再考察を試みた。単年度に

カナダに入国した移住者の数を、出身国・地域（カナダ移住前の最終居住地）によって並

べたところ、1985 年にカナダへの移住者を多く送り出した最終居住地の上位（一位から十

位）は、①ヴェトナム、②香港、③アメリカ合衆国、④英国、⑤インド、⑥ポーランド、

⑦フィリピン、⑧ジャマイカ、⑨エルサルバドル、⑩ガイアナとなった。また、その 5 年

後の 1990 年については、一位から順に、①香港、②ポーランド、③レバノン、④フィリピ

ン、⑤インド、⑥ヴェトナム、⑦英国、⑧中国、⑨ポルトガル、⑩ジャマイカであった。 

移民統計には、それぞれの出身国・地域からの移住者が、どのようなステイタスで入国

してきているかを区分したデータが公表されているが、それによると、1985 年、1990 年と

も、アメリカ合衆国、英国、香港、フィリピン、中国の出身者は、1967 年から導入された

ポイント・システム（年齢、教育水準、職能水準、公用語運用能力などを点数化し、移民

を評価する）の適用を受ける「独立移民（independent immigrants）」の区分で入国してき

た者の割合が高い。ヴェトナム、ポーランド、エルサルバドル出身の移住者は、ポイント・

システムの適用を受けない難民の法的ステイタスで入国した者が多く、インド出身の移住

者は、家族呼び寄せのケースで入国した者がそのほとんどを占めていた。この数値から読
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み取れるように、ディヴィースとグッピーの整理で大学学位取得者占有率の高い集団とし

て挙げられた中国系、フィリピン系は、母国で大学学位を取得した後にポイント・システ

ムの適用を受ける資格によってカナダに入国したケースが多いと推察できる。高等学校修

了者数の割合の低かった東南アジア出身者については、難民、あるいは家族呼び寄せで入

国したヴェトナム出身者などが多数を占めたと考えられる。難民として入国した人は、戦

乱などで、学校教育を受けていないケースが多く、それがそのまま当該集団全体に対する

高等学校修了者の占有率の低さとして表れていると考えてよいだろう。 

さらに、1996 年国勢調査のデータをもとに、オンタリオ州の中心都市トロントに居住す

る民族集団ごとの社会経済状態について整理したオルンスタイン（Ornstein, M.）による分

析データを借用して、学歴について、より詳しいヴィジブル・マイノリティ像を描き出し

てみた（Ornstein, 2000）（表１‐２）。 

 

表１‐2 カナダ・民族集団ごとの就学者率の分布（対象：トロント市内の 20-24 歳） 

高等学校中退 高等学校卒業 大学卒業
全体 48.0 12.8 24.1 15.1
先住民 34.6 21.9 29.8 13.7
アフリカ系・黒人・カリブ系 46.7 15.0 28 .7 9.7
南アジア系 49.9 14.6 23 .7 11.9
東・東南アジア系、太平洋諸島系 48.0 12.8 24 .1 15.1
アラブ・西アジア系 53.3 12.1 21 .6 12.8
ラテンアメリカ系 40.6 21.1 29 .2 9.0
イギリス系 42.7 12.3 25.6 19.4
フランス系 35.4 13.1 26.7 24.7
北欧・スカンジナビア系 42.9 7.8 25.0 24.0
バルト・東欧系 54.5 6.1 24.4 15.0
南欧系 42.2 14.3 27.4 16.2
ユダヤ・イスラエル系 62.5 3.8 14.4 19.3

民族集団 就学者率（％）
非就学者率（％）

 
注）民族集団の区分で、斜体字はヴィジブル・マイノリティを指す。 
出典：Ornstein, 2000, pp. 46-48 を参照し、筆者が作成。 
 

たとえば、20‐24 歳の年齢集団の現時点での就学者率と非就学者率を民族集団別18に表

わしたデータを概観しよう。ここでいう就学者率とは、大学教育レベルの教育機関のフル

タイム学生が集団中に何％を占めるかを問うた数値であり、非就学者率とは、大学教育レ

ベルの機関のフルタイム学生ではない人々の割合を指す。さらに、非就学者率は、高等学

校中退、高等学校卒業、大学卒業というカテゴリーに分類され、各集団内 20‐24 歳年齢人
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口のそれぞれ何％を占めるかが示されている。全集団平均の数値は、フルタイム学生 48.

０％、高等学校中退 12.８％、高等学校卒業 24.１％、大学卒業 15.１％となっている。 

オルスタイン調査では、民族集団ごとの小分類、地域別民族集団ごとの大分類という区

分が用いられ、ヴィジブル・マイノリティと定義される民族集団は、オルスタイン調査の

地域別の大分類上では、「アフリカ系、黒人、カリブ系」、「南アジア系」、「東・東南アジア

系、太平洋諸島系」、「アラブ・西アジア系」に含まれる人々となる。ヴィジブル・マイノ

リティのうち、大分類上の集団でカナダ平均の高等学校中退者占有率を５ポイント以上上

回った集団は、21.１％の「ラテン・アメリカ系」のみであった。これらの数値からは、ヴ

ィジブル・マイノリティが教育達成度において絶対的不利な位置づけにあるとは言えない。 

だが、小分類上で区分された民族集団ごとの特徴を概観すると、大分類を構成する民族

集団ごとに顕著な違いを発見できる（図１‐１参照）。 

 

図１‐1 カナダ・20‐25 歳年齢集団内高等学校中退者の占有率（トロント市内） 

0 5 10 15 20 25 30 35

スリランカ系

タミル系

ガイアナ系

南アメリカ・メキシコ系

アフガニスタン系

エチオピア系

ヴェトナム系

ガーナ系

ポルトガル系

中央アメリカ系

全体

パーセント

 

出典：Ornstein, 2000, pp.46-48 より筆者作成。 

 

例えば、高等学校中退者率について、大分類「アフリカ系、黒人、カリブ系」内での小

分類「ガーナ系」、「エチオピア系」、「ガイアナ系」の数値は、順に 26.６％、21.９％、19.
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６％であり、カナダ平均を大きく上回っていた。これに対し、同大分類内の小分類のうち、

「ジャマイカ系」は 14.６％、「トリニダード・トバコ系」は６.６％、と中退者率の低い小

分類集団も含まれていた。 

また、他の大分類内で全体平均の数値（12.８％）を大きく上回る高等学校中退者率を示

した小分類の民族集団として、「中央アメリカ系」、「ポルトガル系」、「ヴェトナム系」、「ア

フガニスタン系」、「タミル系」、「スリランカ系」などが挙げられる。 

オルンスタイン調査では、貧困家庭の占有率が民族集団ごとに整理されている。ディヴ

ィースとグッピーは、数値によって民族集団ごとの教育達成度の現実を示し、カナダの多

文化教育・反人種主義教育の研究者によって、社会経済的地位や家庭環境になどが要因と

される教育達成度の問題が人種の問題として解釈されている風潮についての批判を行なっ

ていた。しかし、ディヴィースとグッピーの論からは社会経済状況と教育達成度に有意な

関連性が認められるという証明はなされていなかった19。そこで、オルンスタイン調査で整

理された就学者率と貧困層占有率のデータを用い、社会経済状況と教育達成度の関連性と

いう観点から、民族集団の特徴分析を試みた。 

 

図１‐2 カナダ・貧困層占有率の高い民族集団（トロント市内） 
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出典：Ornstein, 2000, pp.88-90 より筆者作成 
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貧困家庭が多い民族集団（小分類）として、「ガーナ系」87.３％、「アフガニスタン系」

78.４％、「エチオピア系」69.７％、「ソマリ系」62.７％、「パキスタン・バングラデシュ系」

53.８％、「タミル系」53.５％、「イラン系」53.５％、「ジャマイカ系」47.６％、「ヴェトナ

ム系」47.３％が挙げられた（図１‐２）。 

続いて、図１‐1 と図１‐２を照らし合わせると、高等学校中退者の占有率の高い集団は、

貧困家庭である可能性が高いという関連性が認められた。 

さらに、これらの集団について、過去の移民統計（ここでは、1990 年の雇用移民省によ

る統計）によって、移住時の入国形態を確認したところ、各集団内の構成員が、ポイント・

システムの適用を受けない難民出身者が多数を占めるケースが多かった。 

1990 年のカナダへの移住者総数（214,320 人）のうち、難民として入国した人の割合は

18.5％であり、これが移住形態の全体的な傾向とされる。一方、カナダ移住前の居住地が、

前述した低学歴・貧困層の多い民族集団の出身地である場合、難民占有率はかなり高い数

値を示す。例えば、1990 年の移民統計によると、1990 年にカナダに入国した移住者のうち、

難民として入国した人の占有率が特に高かった集団（集団は、カナダ移住前の居住地ごと

に区分される）は、ラオス 96.５％、アフガニスタン 94.６％、ソマリア 93.３％、エチオピ

ア 92.９％、カンボジア 92.７％、エルサルバドル 87.４％、ヴェトナム 58.１%、スリラン

カ 39.７%、ガーナ 32.６％であった。以上のことから、高等学校中退など教育面において

困難を抱えるのは貧困層であり、カナダ社会においてその貧困層を占めるのは難民出身者

であるという傾向を読み取ることができる。 

 

（４） 日本の多文化問題と教育 

一方、カナダ連邦政府による移民統計と違い、日本では、行政として民族による区分を

用いた大規模な統計は作成していない。また、日本では、外国人に関わる法律などは、外

国人を管理統制することを目的として作られているため、日本政府による出入国管理統計

や在留外国人統計など、国籍ごとの外国人入国者に関する統計は在留資格区分に拠ったも

のが中心となっている。このため、カナダのような民族属性ごとの学歴のデータなどは日

本においては作られていない。 

ここでは、いくつかの民間、あるいは個人による調査結果から日本の教育現場における

多文化問題について描き出しておく。 
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梶田孝道は、近年、日本に在住するアジア系外国人を、不可視性と可視性という区分に

よって、中国・韓国出身者、それ以外のアジア出身者で明確に違いがあると指摘する。ハ

ングルを話さず、日本文化を身につけた在日韓国・朝鮮人は、民族としては不可視的であ

る。彼（女）らは、日本の旧植民地支配によって日本に住まわされた朝鮮半島出身者や台

湾、中国大陸出身者とその子孫であり、オールド・タイマーと称される。「不可視性」を特

徴とするオールド・タイマーは民族的アイデンティティを維持するため、本名を名のる運

動へと突き動かしているのだという（梶田、1994 年、110‐111 頁）。 

しかし、本名を名のることによってアイデンティティ意識を確認するという現象も、学

校教育現場では消極的になってしまっている。たとえば、東京都高等学校教職員組合・在

日外国人生徒の教育と人権を考える対策会議が、2000 年に行った「外国籍生徒等に関する

実態調査」（東京都立高等学校在学者対象）によると、韓国・朝鮮に民族的アイデンティテ

ィーを持つ生徒 197 人（全日制 153 人、定時制 44 人）のうち、本名（民族名）を名乗って

いる生徒は、70 人（35.５％）であった（多文化共生センター・東京 21、2000 年、61 頁）。

約６割強の生徒が本名を名乗らないまま、あるいは、名乗れないまま生活している。古く

からの韓国・朝鮮出身者に対する偏見や具体的な就職差別の歴史が、彼（女）らのアイデ

ンティティ確立・認識のよりどころとなる本名を名乗ることへの躊躇となっていると考え

られる。 

また、オールド・タイマーの子どもたちとは異なった問題を抱えるマイノリティの子ど

もたちが、1990 年代に入って、日本の学校現場に急増した。ニューカマーと呼ばれる日本

語がわからない子どもたちの存在である。このような子どもたちには、社会構造に参画し

ていくための手段としての公用語、すなわち、日本の学校では日本語を習得していく必要

がある。この件については、統計資料がないため、正確な情報を紹介できないが、ニュー

カマーの家族が集住している地域などでは、日本語の力が不十分なため不登校となったり、

通学をやめてしまった子どもが相当数いるとされる（外国籍の子どもは就学義務がないた

め、学校に通わなくなってしまった子どもの数を把握したり、退学理由を調査するという

取り組みは遅れている。また、もともと就学の手続きをとらずに学校に通っていない不就

学の学齢期の子どもが相当数いると予測されるが、これについても統計資料がなく、実情

は明らかになっていない）20。 

外国籍の子どもたちの進学問題も、近年指摘されている。東京都の公立高等学校生徒の

総数に対する外国籍生徒の割合を表したデータによると、全日制・定時制をあわせた東京
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都立高等学校における外国籍生徒数の割合は、2001 年度では、０.59％という数値となって

いる。2000 年度に東京都 23 区の公立中学校に在籍していた外国籍生徒の割合が公立小・

中学校に在籍する総児童・生徒数の１.34％という数値を参考に推測しても、外国籍生徒の

場合、高校への進学率がさほど高くないと考えられる。 

また、東京都立高等学校に在籍する生徒の学校区分ごとの構成を見ると、全日制・定時

制の比率が、2001 年度の外国籍生徒の場合、75.54：24.46 という数値になった。東京都立

高等学校に在籍する全生徒についてその比率を見た場合、1996 年度から毎年、91％以上が

全日制に籍を置いていた（多文化共生センター・東京 21、2002 年、80 頁）。このことから

外国籍生徒の場合は、定時制に在籍する生徒の割合が高いことが特徴となっており、入学

試験などで日本語が十分に理解できないなどの不利な条件によって、全日制高校の受験を

あきらめ、教科試験がなく面接試験のみで選考が実施される定時制高校などへやむをえな

く進むケースも多いとされる。 

 

第四節 多文化社会における公教育体制に求められるもの 

（１）マイノリティ問題への対処 

第三節で取り上げたカナダのヴィジブル・マイノリティに関するデータを読み込むと、独

立移民として入国する人の割合が高い集団と難民出身者の割合が高い集団とで教育達成度

に格差があることが認められた。この教育達成度を、社会参画に十分な力の獲得、例えば、

公用語の力、という意味で読み替えると、前者は十分な社会参画ができる力を得ており、

後者はそうではない。 

ベリー（Berry, J. W.）は、文化変容（acculturation）について、過去の植民地化、征服、

奴隷化などによるものから今日的な文化変容への変遷を指摘し、移動、他文化との出会い

が自発的（voluntary）か非自発的（involuntary）かという一方の軸と、その移動性につい

て非移住（sedentary）か移住（migrant）かという他方の軸の交差によって人の移動類型

を区分している（図１‐３）。 

ベリーはこのような類型に基づいて、それぞれの集団にとっての文化変容の質的差異を

仮定している。文化変容プロセスに自発的に入ってきた人（ベリーの区分上、移民）は、

接触や変化に対する初期的態度が積極的なので、選択の余地なく文化変容に組み込まれた

人（ベリーの区分上、難民、先住民）よりも困難を経験することは少ない（Berry, 1991, p. 

26）。つまり、ベリーによれば、移民は、移動に対して自発的な動機を持っているため、入
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国先の社会経済政治構造に入っていくことをいとわないといえる。 

 

図１‐4 J. ベリーによる「文化変容による集団の四類型」 

 

   接触の自発性の程度 

                自発的        非自発的 

 
 

エスニック集団 

 

先住民 
固着 

移

動

性 

 

 
移民（概して永住） 

出稼ぎ（一時的滞在）

 

難民 
移住 

 

 
出典：Berry, 1991, p.26 より。 

 

それぞれの属性によって上記のような違いがあることと関連させると、マイノリティの

子どもたちに対する教育現場の対応も多面的に行われる必要がある。梶田孝道は、脱産業

化・情報化・グローバル化が進んだ今日の社会経済変動によって文化の定義も変化してい

ると問題提起し、ライフスタイル・産業文化・ファッションといった「社会学的文化」と

言語・宗教・エスニシティといった「人類学的文化」との関係について多文化主義を考察

する必要性を議論している（梶田、1996 年、92‐93 頁）。多文化社会における教育という

文脈において、梶田の言う「社会学的文化」は、社会参画への知識・技術となる公用語の

習得や学力であり、「人類学的文化」は、公用語以外の言語、宗教などである。「人類学的

文化」については、子どもたちのアイデンティティを確立・発展させていくための助けと

なっていくことが期待される。 

公立学校で伝統的に成績がよくないマイノリティ出身生徒の問題を研究してきた教育人

類学者オグブ（Ogbu, J. U.）は、特にアメリカ合衆国を例に、国際競争の場において経済

的・技術的に高い地位を得るための学力を付ける 1980 年代からのコア・カリキュラムの流

れは、マイノリティの子どもたちの学業成績の向上には貢献していないと指摘した。また、

オグブは一方で、マイノリティの文化を尊重し、マイノリティの子どもたちに自信をつけ
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させ、偏見やステレオタイプを根絶していくことを目指す多文化教育も、伝統的に学業成

績がよくないマイノリティの子どもたちの助けになっていないとした21。 

 

（２）社会構造的次元と文化的次元の保障の視点 

前項で整理したように、マイノリティの子どもたちが教育現場において抱える問題は多

面的であり、多文化社会における公教育は、多様性の尊重が求められ、また、社会参画に

向けた学力向上も、その使命とされているのである。 

このような社会参画と文化的アイデンティティの保障という二つの次元に立脚した理論

は、中島智子（1994 年）の日本に在住する韓国・朝鮮人の教育状況を描き出そうとした研

究の中で採用されている。山中速人によるマイノリティに対する政策に当てはめる類型化

枠組を参考に、中島は在日韓国・朝鮮人に関わるエスニシティ問題を読み解くための枠組

を提示した。 

 中島の分析枠組となった山中の政策の類型化モデルは、「民族・マイノリティー政策の

諸タイプ」と名づけられている。山中は、文化的次元と社会構造的次元という二つの軸を

立て、それぞれに同一化から

異質化のスケールを置き（例

えば、社会構造的次元につい

ては「住民権の保障、職業機

会の平等化、経済上の格差の

解消など民族に起因する社

会生活上の差別や格差をと

りのぞいてゆく方向（プラス

＝同一化（平等化））か、格

差や差別を温存したり、制度

的な障壁をもうけたりする

方向（マイナス＝異質化（差

別化））か、によって二方向

に区別される。」（山中、1983

年、291 頁）、マイノリティに

対する政策の性格を描き出
出典：山中、1982 年、291 頁より。 

図１‐４ 山中速人の「民族・マイノリティー政策の諸

タイプ」 

Ⅳ分離 

異質化（差別化） 

Ⅱ階層化 

Ⅲ多元主義 Ⅰ同化 

〈文化的次元〉 〈
社
会
構
造
的
次
元
〉 

同一化（平等化） 

同
一
化 

異
質
化 
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すような類型を作った（図１‐４）。 

一方、中島は、文化的志向性と社会的志向性という軸それぞれにプラスとマイナスのス

ケールをおいた枠組を提示し、マイノリティにとっての教育場面におけるこれらの志向性

のありようを描き出した。なお、中島が示した作図は、文化的志向性を縦軸に、社会的志

向性を横軸にとっており、山中の作図とは軸の設定が逆になっていた。このため、中島の

図を山中の図からの発展形として位置付ける意味でも、筆者は山中の軸設定を参考にして、

中島の作図を、縦軸を社会的志向性、横軸を文化的志向性となるように改めた（図１‐５）。 

図１‐５ 中島智子のエスニック・マイノリティの

志向性の力学類型 

＋ 社
会
的
志
向
性 （LS－・LC＋） （LS＋・LC＋）

LC 

＋ 文化的志向性 LS －

（LS＋・LC－） （LS－・LC－）

－ 

出典：中島智子、1994 年、31 頁より筆者加筆。 

中島は、文化的多様性を認めることが目指されていればライフスタイル（LS）がプラス

の指標側に置かれ、「個々人の属性とは関わりなく社会的に対等な立場で全体社会に参加で

きること」をライフチャンス（LC）がプラスであるとして、在日朝鮮人が関わる場面（民

族学校、日本の公立学校、家庭）において、ライフスタイル、ライフチャンスがどのよう

に設定されているかを考察した。中島は、朝鮮学校卒業生の多くが朝鮮大学に進学し、朝

鮮人による団体や金融機関に就職している状況から、日本社会に対して積極的な出口を設

けてこなかった民族学校における志向性の設定は、どちらかといえば LS+・LC－型である

と位置づけている。文化的

多様性の尊重という意味で

はプラスであるが、公共性

という意味で見た場合、機

会均等ではなく、分離・隔

離という言葉で状況が説明

される。マイノリティが公

共性の領域を外れる分離状

態について、ライツは、特

定集団が、その集団独自の

組織や制度を作ること、を

「エスニック集団の凝集

力」と名づけ、その凝集力

も、その形成に二つのパタ

ーンがあるとしている。「社

会構造的な次元であえて異
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質化を図ろうとする場合」と「社会的差別（社会過程の類型のうちのひとつ）によって強

化される場合」である（ライツ、1994 年）。在日朝鮮人は、後者のケースである。 

また、当時（1994 年）までの在日朝鮮人の状況に限っていえば、マイノリティが支配的

文化を受容して固有の文化を喪失する文化的同化の要求と、支配集団の社会のさまざまな

集団や就職へマイノリティの参加を認める構造的同化の拒絶という形を在日朝鮮人に求め

てきたことから、日本の公立学校は在日朝鮮人生徒にとっては、LS－・LC－型であり続け

てきたと、中島は捉えた（中島、1994 年、33 頁）。 

この枠組みを作成するに当たって、中島は、ライフチャンスがプラスということを「個々

人の属性とは関わりなく社会的に対等な立場で全体社会に参加できること」（中島、1994

年、31 頁。）としていた。そして、ライフスタイルを文化相対主義と結びつけ、ライフチャ

ンスについては機会均等の概念と結びつけたうえで枠組を作り、ライフスタイルとライフ

チャンスについて、「一方の重視はもう一方の軽視につながりかねないことから、多文化教

育の論争においてはしばしば対立的に見られがち」（中島、1997 年、31 頁）と表現してい

る（ただし、中島自身は、日本における多文化教育の主唱者として、こうした対立に関わ

らず、二つのアプローチの両立に多文化教育の究極の目標があるはずであると強調してい

る）。中島がこの枠組みを用いて明らかにしたかったのは、マイノリティにとっての教育の

各場面の志向性がどのように

設定されているか、つまり、

“類型化された型のどこに位

置づけられているか”という

状態
、、

、あるいは結果
、、

であった。 （楕円形部分が公教育） 

図１‐６ 多文化社会の公教育モデル（筆者作成） 

文化的多様性の尊重 

全体社会参画へのスキル獲得 

同一化 

しかし、本論は、多文化社会

における公教育の新たな方向

性を模索するために、既存の

公教育体制における文化的次

元、社会構造的次元、それぞ

れにおける機能について批判

的検討を進めることを課題と

している。よって、状態や結

果ではなく、公教育が機能す
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る力学の分析ができるような枠組を作ることになる。 

中島の分析枠組は、本質的に対立する相対主義と均等という概念がライフスタイルとラ

イフチャンスにそれぞれ付随されている。それをそのまま借用して、公教育政策の方向性

を考察する理論とすれば、相対主義と均等の概念の対立とともに、ライフスタイルとライ

フチャンスの対立を孕み続ける。 

本研究は、マイノリティに限らずあらゆる子どもたちが「全体社会に参加できるように

なる」場を提供する公教育の原理を検討するため、既存の公教育の機能を批判的に検討で

きるような枠組を提示したい。そこで、中島がライフスタイルとライフチャンスそれぞれ

に付随させていた相対主義と均等という概念をいったん各次元から分離させ、どのような

形であれ、公教育場面においては、横軸のプラスは、個人あるいは集団の「人類学的文化」

を尊重するようなプログラムが開発・導入・実施されていること、縦軸のプラスは、子ど

もたちが「社会学的文化」、つまり社会参画に必要なスキルを身につけられるような教育サ

ーヴィスを提供できるものであることを意味した。 

ここに、公教育が目指す方向性をあてはめると、公教育は筆者が作成した図１‐６に示

した楕円形の領域を指すことになる。多文化社会において公教育に必要とされるのは、子

どもたちがそれぞれ持つ文化的アイデンティティの尊重、そして、全体社会参画へのスキ

ル獲得を保障していくことである。図１‐６においては、長方形の部分を指す。 

 

（３）公共性の問題―「統合」に向けて 

現代において、グローバリゼーションという外的な力と少数民族の権利要求という内的

な力に、国民国家は晒されている。このような現状において、「国民国家は、より多様な、

そして、包括的な線に沿った“新たな想像”が要請され、強いられてもいる。」（May, 1999, 

p.13）この状況から、多様性の尊重の正当性が語られ、多文化主義が要請されるという図式

が導き出される。しかし、多様性の尊重をその第一義の目標に置いている多文化主義の理

念は簡単には達成されず、多くの点において障害にぶつかってきた。 

教育の場面でもその問題は大きい。国家が担う公教育という枠組が存在するからである。

公教育は、そもそも、学力向上、資本主義の労働力の将来の担い手となる「国民」の育成

を目標とし、国家統合の指標でもあった。 

保守や自由主義の立場から多文化主義に反対する人々は、「分裂増殖している差異の政治

よりも統合、普遍性、国民意識の利点」をその主張のよりどころとして、多文化主義へ向
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かう一般的趨勢に対して反論を投げかけている。特に、保守主義者の間では、国民的アイ

デンティティの危機が叫ばれるようになった。例えば、アメリカでは、シュレージンガー

（Schlesinger, Jr. A. M.）による多文化主義への直接的な批判が有名である。シュレージン

ガーは、多文化主義がアメリカ社会共通のアイデンティティを攻撃し、アメリカ社会の統

一を脅かしていると指摘し、西欧文化の優位性、それによるアメリカン・ナショナリティ

の定義の可能性を主張している（Schlesinger, 1992）。しかしながら、このような主張は、

多文化主義と反目しているため、文化的同質性を強調し過ぎる危険性がある。 

多文化社会における公教育体制には、同化主義とならないためにも、文化的多様性を尊

重するような方向性、ライフスタイルの保障、そして、ライフチャンスとしての社会参画

手段（学力や公用語）獲得への考慮が必要となる。ライフスタイルについては、文化的相

対主義に陥ることで他の集団からの不満が蓄積されることのないように常に注意を向ける

必要があり、ライフチャンスについては、子どもに全体社会参画へのスキル獲得を促す、

すなわち、全体社会に参加するために必要な学力、あるいは公用語の力を身につけさせる

ために、公教育体制は、場合によっては、子どもの属性ごとに異なった対応が必要とされ

る。このことも視野に含んだうえで、新しい公教育像を作り出せるような評価の枠組を提

示する必要がある。 

このように、①国民国家が現実の変化に対応するという意味で取り組まなければならな

い「差異の政治」と、②国家としての統合、普遍性、国民意識の涵養に努めていこうとす

る政策的意図との間に現れる理念の矛盾は、ブリヴァント（Bullivant, B.）の言葉づかいを

用いれば、「多元論者のディレンマ（pluralism dilemma）」と記された。多文化社会におけ

る公教育体制は、必然的に「多元論者のディレンマ」を抱えることになる。 

また、多文化主義を扱う際に、ある集団に属する子どもの特定権利の要求は、公教育体

制においてどこまで許容されうるのか（多様性の許容）という問題についても考慮する必

要がある。この点については、例えば、希少資源を論ずる側面からの批判としても提示さ

れる。公教育を展開していく際、あらゆる人々に開放されているという意味における公共

性も視野に入れなければならない。しかし、資本主義において、公教育とは、競争によっ

て人々の階層化を促す機能を負うことになる。資本主義社会では、競争原理により希少資

源をめぐって個人ごと、あるいは集団ごとの競争が是とされ、特に多文化社会という場面

においては、競争によって生み出される階層化に人種や民族が付随されることが少なくな

い。しかし、その人種・民族による階層化を解消するために、恣意的に、すべての人種や
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民族が“結果の平等”を保障されるといった手段が講じられると、それまで資本主義の競

争原理により希少資源を獲得してきた人々の間に不公平感が生じる。特殊集団に対する保

障だけが行われてしまうのは、すべての子どもに対して平等ではなく、その社会の構成員

が皆平等に教育を受けることを保障しようとする考えとは反することになる。こうした“特

別扱い”は、マイノリティ集団の子どもに対する逆差別になるのではという疑念も持ち上

がっている。マイノリティ集団出身者に対するアファーマティブ・アクションに向けた否

定的意見がその際たる例である。 

では、多文化社会の公教育は、こうした様々な問題をいかにして克服しつつ進められて

いくものなのであろうか。現在、教育学研究において取り上げられているシティズンシッ

プ教育理論は、こうした「多元論者のディレンマ」を克服する可能性に向けての示唆的な

理論ではないだろうか。本研究で扱おうとする公教育の方向性というテーマによってこの

枠組を組みなおしてみたい。公教育に関わる議論につきものの、“統合”という問題との関

連性を踏まえて、検討を進めていく。 

多文化社会の公教育を考える上で、マジョリティ対マイノリティという対立関係につな

がるような構図ではなく、「全体社会への参画を可能にするためにいかに他の人々・集団と

積極的に関わっていけるか」という次元を新たに考慮に入れた、公教育の理想に切り替え

ていく必要がある。 

先に取り上げた二つの枠組であるが、山中は“民族・マイノリティー政策”の働きを評

価し、中島はマイノリティのありようを評価した。そもそも、山中は「民族・マイノリテ

ィー政策の諸タイプ」として日本の朝鮮人政策の枠組を提示しており、これは、政策の方

向性のための分析枠組であった。山中は、ひとつの政策が社会的文脈の中でどのような方

向の働きをするかを評価するために、法文上に形式的平等がうたわれているかいないかで

判断するだけでは不十分であるという。その分析枠組の活用に際して留意することとして、

移民や少数民族などマイノリティに対する法や制度を具体的に設けないということが社会

の中でマイノリティにどのような影響を与えるかという点も評価する必要がある、と述べ

ている（山中、1983 年、291 頁）。 

政策の方向性のための分析枠組には、文化的次元と社会構造的次元という二つの次元に

よって組み立てられた公教育の理想を「どのように実現していくか」という三つ目の考察

次元が必要となる。 

モントリオール大学教授パジェ（Páge, M.）は、多文化社会における教育の展望を考え
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る際、「統合（integration）」の概念について検討しておく必要があると主張する（Páge, 1992, 

p.36）。パジェ自身、ベリー（Berry, J. W.）の言う「文化的アイデンティティや特徴の保存」

と「他の集団との積極的な関係作り」との間に平衡を保つような文化変容の形を指す“統

合”の定義を取り上げている。また、パジェは、民族集団ごとに“民族的アイデンティテ

ィへの愛着”と“組織の一部になる意志”という二つの要素に違いがあることを指摘した

ブレトンら（Breton et al.）の都市部の民族集団の研究に着目している22。 

ベリーの「他集団との積極的な関係作り」、そして、ブレトンらが研究の中から変数とし

ての性格を発見した「組織の一部になる意志」という要素は、“統合”を構成する重要な概

念である。公教育とは本来、構成員の社会統合を目指すものであり、多文化社会において

は、統合とは、多様な人々の文化的な権利の尊重と他者との関係性への配慮という二つの

要素によって構成されるものである。 

多文化社会における公教育は、統合を目指す際、バランスを取ることが求められる。統

合のバランスが崩れると、さまざまな問題が起こることになる。文化相対主義的にマイノ

リティを位置づけてしまうことがその際たる例であろう。個人や集団の社会参画も他者と

の関係づくりがうまくいかなければ、その個人あるいは集団は、社会的に分離された状態

となる、あるいは、被差別状態へと導かれてしまう可能性がある。西川は、移民や外国人

労働者を例に、文化摩擦による文化変容を説明している。西川の立場も、回避すべき異常

な事態と見られていた文化摩擦を、「人間集団のあるところではつねに存在」してきたもの

として見なし、「人間は摩擦を通じて（それは時には殺戮や戦争の形をとることもあったで

あろう）相互理解をはたしてきたのである。」と捉えている。文化摩擦を人類の恒常的な交

流やコミュニケーションの形として理解すべきであると提案している（西川、1995 年、145

頁）。 

社会心理学の立場から多文化社会におけるさまざまな問題群を読み解いたタイラーらは、

モザイク社会についての難題として「文化的価値の差異が道具的及び規範的葛藤の激化を

引き起こす」、「文化集団における顕著な差異が社会的カテゴリー化の基礎を容易に形成し、

優勢な経済的・政治的勢力をもつ集団が異文化集団を社会の周辺領域に追いやるなどの不

公正の舞台を準備する可能性がある。」と指摘する。多文化社会という現象は、本質的に差

別、不公正、排除などの問題を内包するものである。 

そのような条件において公正で差別を問題視できる規範的な社会システムを構築してい

くために、その社会の権威者は重要な役割が求められる。斉藤日出治は、「社会的行為者を
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あらかじめ単一のアイデンティティをもった自明の主体として想定するのではなく、差異

を築き上げる多様な言説の節合によって構成された主体としてとらえなければならない。

あらゆるアイデンティティは、偶発的であり、多義的である。主体のアイデンティティと

は、複合的な言説によって構築されるたえざるアイデンティティ化の過程にほかならない。

したがってこのような主体を構築する差異の言説についての合意を形成しなければならな

い。」（斉藤、1998 年、217 頁）と指摘している。また、タイラーらは、多文化社会におけ

る権威者の役割は、「資源の分配、規範的システムの構築」、「何が適切な社会規範を構成す

るかという点において文化集団間で合意が得られない場合の不一致の処理、どの規範シス

テムを用いるか、あるいはどのように妥協すべきかの決定」（タイラー他、2000 年、7 頁）

であるとしている。 

本研究でそのバランスを公教育体制がどのようにとってきたかを考察したいと考えてい

るが、そのための分析の枠組として、多文化社会における公教育モデルを図示した（図１

‐７）。 

図１‐７ 多文化社会における公教育モデル（筆者作成）
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 この枠組において新たに加えられた次元は〈他者との関係づくり〉である。公教育政

策の方向性という内容にもとづいた分類の枠組においては、公用語習得のための策を設け

る、充実させるということが、「社会学的文化の次元」をプラスとすることになる。しかし、

この取り組みが特定の個人・集団のみを優遇するという方向（つまり、「他者との関係作り」

が「消極的」）で行われると、その特定の個人・集団以外からの反発を招くことになる。 

また、文化的多様性の尊重も、文化的な差異を強調して、結果的に人々の間の溝を深め

るのでなく、異文化間の理解によって、差別の軽減につなげていくことが求められる。第

一節の中で、カナダ社会において、ヴィジブル・マイノリティは同じ学歴の白人と比べて

も、職に就きにくいということがデータから示された。このような問題の背景には社会全

体に、ヴィジブル・マイノリティ、異なる文化に対する差別意識が存在していることが指

摘される。“文化的に多様なもの”の間の差別は、人間の自然状態から生じるのではなく、

人々の間の有意あるいは無意識の価値づけ作用によって生じる。 

近代国民国家としてその体制の確立・発展を遂げてきた国家において、政治的・経済的

資源の不公平な分配が、異なる集団や異なる個人の間に緊張状態を生み出し、特権を得た

ある者が、文化的に優れたものとして位置づけられ、特権を得られなかった者は、その逆、

文化的に劣ったものとして差別される側に置かれた。文化による選別は、経済的差別や政

治的権利の差別とは異なり、「才能・能力の差」あるいは「努力の差」によるものとして正

当化され、納得させられやすいという（宮島、1995 年、59－61 頁）。人間のこのような心

理的作用は、「マージナリティ（marginality）」という概念によって説明される23。今野敏

彦は、差別・偏見を説明するための新たな視角として、マージナリティに関する論及に注

目し、ウェーバー（Weber, M.）の著作に拠りながら、差別・偏見の「正当化」を行なうメ

カニズムとしてのマージナリティを説明した。 

「幸福な人間は、自分が幸福をえているという事実だけではなかなか満足しないもので

ある。それ以上に彼は、自分が幸福であることの正当性をも要求するようになる。自分は

その幸福に『値する』、なによりも、他人と比較して自分こそがその幸福に値する人間だと

の確信がえたくなるのである。したがってまた、彼は、自分より幸福でない者が、自分と

同じだけの幸福をもっていないのは、やはりその人にふさわしい状態にあるにすぎない、

そう考えることができれば、と願うようになる。自己の幸福を『正当な』（legit）ものたら

しめようと欲するのである。」（今野、1980 年、42‐43 頁）。 

本来、人間は、自分を取り巻く環境におけるさまざまな質的多様性やそれぞれが持つ独
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自性を受け入れて生きていかなければならない。宮島喬が「等質的連続体の上には乗らな

いはずの要素」と表現したように、宗教、言語、民族、慣習、性などの文化的なものは、

本来、質的な尺度では比較できない。しかし、すでに近代社会の中心課題となっているよ

うに、文化的なものは、多くの社会的影響を受けることによって、読みかえ、置きかえ、

位置付けの作用が操作され、序列化されてしまう。このような序列化は、優劣といった価

値観が加えられることで、優れた文化を劣った文化の不均等な分配が行われ、不平等につ

ながる。A．メンミは『人種差別』というタイトルの著作で、以下のように人種差別を定義

している。「人種差別とは、現実の、あるいは架空の差異に、一般的な価値づけをすること

であり、この価値づけは、告発者が自分の攻撃を正当化するために、被害者を犠牲にして、

自分の利益のために行うものである」（メンミ、1996 年、4 頁）。ここで用いられている「一

般的な価値付け」とは、再生産論者的な解説より、人間の恣意的作用の影響の大きさを語

ったものであると言える。「人種」というタームに関しては、生物学的には違いはないとい

う説がすでに主流となりつつあるが、人種は差別化、他者化の正当性を人々に内面化させ

るため社会的構成物として用いられている。 

再生産論者は、こうした再生産システムの所在の有無を暴き出し、再生産構造の稼動プ

ロセスについて、つぶさに分析している点では評価されうるが、一方では、その構造の有

無の指摘から発展させて、その問題の質やいかなる解決法が必要なのかを提案するまでの

努力に欠けているという指摘がなされている。 

近年、古典的人種差別に変わって新しい形の人種差別の問題が議論されている。関根政美

によれば、古典的人種差別は、「人種的、遺伝的違いに基づく人種序列意識や伝統的文化・

言語の違いに優劣意識を重ね合わせ、異人種排斥、公民権制限や移住制限などの制度的差

別（オーストラリアの場合は白豪主義がその典型）を徹底させ、異人種集団との社会的距

離を維持してきた」（関根、2000 年、191 頁）ものと説明されている。一方、新人種差別と

は、いくつかの形態があり、そのひとつに「平等主義と勤勉・自助の精神、とくに機会均

等の独立と自尊の精神を強調する古典的なリベラル主義に基づく価値」（関根、2000 年、

192 頁）を盾とした普遍主義的人種差別がある。表向きの露骨な人種差別的行動や態度には

反対するが、リベラリズムに基づいた普遍主義の原則にそぐわない人々への補償は必要な

いとする考えに立っている。 

ともあれ、公教育は、マイノリティ、マジョリティを問わない文化的志向性プラスの取

り組みを行うことで、異文化間の理解を促進させ、差別を軽減するという役割を担うこと
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になる。多文化社会において新しく公教育という場面に入る人々は、エスニック文化に対

する帰属意識もさまざまであるし、社会参画の際に必要な戦略ツールをどの程度身につけ

ているのか、どの程度の支援が必要なのかという点においても異なりを持ちつつ、公教育

に入ってくる。このため、どのような形でライフスタイル、ライフチャンスに関わる教育

を行っていくかは異なってくる。 

多文化問題とは、差異や多様性によって起こる社会問題であり、これらの問題の現状を

反映させ、対応できるような実践として多文化教育の必要性が論じられてきた。また、公

教育は人々の社会参画を保障していく上での、条件の整備も必要とされている。多文化社

会においては、マイノリティの子どものみならず、すべての子どもを対象とした教育が必

要とされる。 

このように発展させると、「人類学的文化の次元」、「社会学的文化の次元」の二つの次元

を三つ目の次元「他者との関係づくり」によっていかにバランスよく維持するかが、多文

化社会の公教育の課題となる。 

 

まとめ―多文化社会における公教育への展望を開く有効な視座づくりへ 

本章で見てきたように、一国の内外において多様な文化や価値観を持った人々の対立や

混在が認められる社会的文脈の今日的な変化を背景として、西欧社会（本章で取り上げた

のは、カナダ、合衆国）においてシティズンシップの概念をめぐる議論の進展が確認され

た。現在のような社会の多元化にともない人々の求める善の内容が多種多様に存在し、あ

るいは、対立している状況において、既存の思想基盤の上に存立する制度のみでは人々の

社会統合は困難となり、人々に対して社会は効果的に機能しえないという様相を呈してき

ている。 

本章で見たマイノリティの権利をめぐる議論上ですでに始まっているように、従来の社

会体制がこれまで依拠してきた国民国家パラダイムでは対応しきれない権利要求があらわ

れている。これに伴い、シティズンシップ概念の再吟味を含む市民的徳性と公共性概念の

再定義が課題となっている。キムリッカは、近代社会においてほとんどの民族的集団がリ

ベラリズムを思想基盤とした社会への参画を望んでいるという前提に基づいて、リベラリ

ズムの文脈で、マイノリティの権利、そして、多文化社会におけるシティズンシップの議

論に展望を拓こうとしている。 

このような動向とともに、公教育についての問い直しをすすめていく必要性があるとい
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う概況が現代社会において確認しうる。近代においては国民国家体制下の公教育が国民を

形成したが、現代は、新たなパラダイムに基づいた公教育がその社会の市民を育てること

が目指していく必要がある。多文化社会においては、シティズンシップを涵養する場とし

て、また、新たな社会的統合を目標とするために、公教育にかかる期待は大きい。第二節

でまとめたように、多文化社会の公教育を再検討する文脈上で、社会統合と多様性の尊重

を扱うシティズンシップ教育理論がカナダにおいて注目を浴びている。CERN フォーラム

などシティズンシップ教育の理論化を目指す議論も始まったばかりである。 

第三節においては、多文化社会における教育問題を取り上げ、複雑な多文化社会の問題

を解決するための公教育の方向性を論じ、第四節では方向性を指示しうる枠組を図式化し

た。多文化教育への関心が高まっている中、多文化社会における公教育が新たに理念とす

るところは、社会統合という理念を基礎に据えた新しい方向性である。 

多文化の尊重に傾きすぎることで、社会の分離化や隔離を導くことは、公教育が求めて

いるものではない。子どもたちのアイデンティティを意識させ、自信を持たせるという意

味で、ライフスタイルの尊重を促していくこと、そして、平等な社会参画に向けた差別の

ない社会構造を提供していく責任を、多文化社会における公教育制度は免れることはでき

ないだろう。そして、偏見や差別を軽減しうる方法として伸張されるすべての人種、民族、

そして文化それぞれを相互に価値ある尊重すべきものとして子どもたちが認識し、評価で

きるような力を身につけさせることが必要であろう。 

次章以降、実際の公教育政策を事例として、本章で提示した枠組にそれぞれの社会におけ

る政策の実態を当てはめ、現状の位置と意味を考察する。本章・第四節において提案され

たような複次元的な多文化教育を目指すうえで、現在、政策や実践で、どのような努力が

払われているのかという点について、歴史的な蓄積を概観しつつ、その発展の経緯を考察

することが課題となる。実際の教育政策や関連法案を題材に、公教育体制の原理の変化を、

国家政策としての移民・外国人労働者受け入れ政策や多文化主義政策、あるいは国際化政

策と関連づけて論じる。 

特に序論で触れたように、本研究を比較教育学的研究として意義づけるためにも、公教

育に反映された社会統合と多様性の尊重をめぐる論理が導かれた要因を、移民・外国人労

働者政策、市民権政策と関連させながら考察していく点に力を入れたい。 
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（第一章 注） 
1 現代多文化社会のシティズンシップをめぐる問題の実証的考察に取り組んでいる論者

の一人として、キムリッカの発言はカナダ国内においても影響力を持っている。彼は、

1998 年 11 月 23 日に、『丘の上の朝食会（Breakfast on the Hill）』において、「カナダ

の多文化主義の理論と実践（The Theory and Practice of Canadian Multiculturalism）」

と題して講演を行った。1994 年から開催されている『丘の上の朝食会』は、国会議員、

連邦政府の官僚など立法・行政関係者たちを対象にした、公共政策開発における社会学・

人文科学の研究の役割を広く理解せしめることを目的とするセミナーであり、連邦議会

のレストランを会場にするためこの名が付されている。そこで扱われる内容はカナダ社

会の実態と現状の課題を映し出すものであり、それに基づいた識者の発言は、政策決定

に少なからず影響を与えるとされる。 
2 この節については、拙稿「多文化社会における公教育についての一考察―ウィル・キム

リッカのシティズンシップ論との関連で―」『早稲田大学大学院教育学研究科紀要』別冊

10 号（１）、2002 年、47-57 頁に加筆修正した。 
3 第一次大戦後の不況、ロシア革命の影響からカナダ全体で都市労働者による労働争議が

頻発していた。マニトバ州・ウィニペグで金属労働者組合が持ちかけた交渉において、

賃上げ拒否となったことを発端に、他業種を含んだ大規模なゼネストとなったのが、ウ

ィニペグ争議である。ウィニペグ市や連邦政府はこのゼネストの社会的な影響を恐れ、

軍と騎馬警察隊に拠るデモ鎮圧を指示し、多数の負傷者を出した（詳細については、木

村編、1999 年、251-253 頁を参照）。 
4 アメリカ合衆国の保守的教育学者ハーシュ(Hirsch, E. D.)が 1987 年に発表した著作上

で展開した西洋中心思想がその代表である。ハーシュは、合衆国共和党政権下での産業

停滞の根源として、共通意思疎通手段としての言語能力が若い世代を中心に低下してい

ると分析した（Hirsch, 1987）。 
5 ハーシュの前掲書の巻末数十頁にわたって掲載された米国人が知っていて当然とされ

る歴史用語などの選択が支配者層グループ=白人の視点に偏ったものであると激しく批

判した。以下の文献を参照。McLaren, 1988, Aronowitz & Giroux, 1988, Ferdman, 1990, 
McCarthy, 1995A. 

6 Retrieved from http://canada.metropolis.net/frameset_e.html (May 3, 2002). 
7 国際プロジェクトには、英国、ドイツ、オーストラリア、ニュージーランド、イタリア、

イスラエルなどが参加し、移民・民族的多様化に対する住民意識、移民の統合などに関

する題目を調査研究している。国際プロジェクトの目的は、20 カ国以上の政策立案者や

研究者、そして、ヨーロッパ委員会、ユネスコ、移民政策開発国際センターなどの国際

政府組織や、NGO 団体などとの協働関係作りにある。様々な機関からの参加者を招いて

の年次大会が、これまで世界各都市で五度開催された。

http://canada.metropolis.net/frameset_e.html 
8 全センター合計で、15 大学、大学院生を含む研究者数百人が参加している。Retrieved 

from http://canada.metropolis.net/frameset_e.html (May 3, 2002). 
9 Retrieved from http://canada.metropolis.net/frameset_e.html (May 3, 2002). 
10 1995 年 4 月に、ニューブランズウィック州フレデリクトンにあるセント・トーマス大

学（St. Thomas University）カナダのシティズンシップと人権研究講座が開催したシテ

ィズンシップ教育の会議がある。この会議の成果は、1996 年 12 月の”Canadian and 
International Education”の第 25 巻 20 号として出版されている。Retrieved from 
http://canada.metropolis.net/frameset_e.html (May 3, 2002). 

11 Retrieved from 
http://canada.metropolis.net/research-policy/cern-pub/overview.html (May 3, 2002). 
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12 メトロポリス・プロジェクトに関わる研究者のうち教育を研究領域として扱っている者

は、シティズンシップ教育のネットワークにも参加している。 
13 Retrieved from http://ceris.schoolnet.ca/e/Citizen1.html (May 3, 2002). 
14 Retrieved from http://ceris.schoolnet.ca/e/Citizen1.html (May 3, 2002). 
15 本節第一項から第三項までの議論は、拙稿「カナダにおける人種差別問題と多文化教育

―ヴィジブル・マイノリティ人口の素描から―」『カナダ教育研究』No.1, カナダ教育研究

会、2002 年、88－104 頁と重複している。 
16 国勢調査では、ヴィジブル・マイノリティの定義がないので、ディヴィースとグッピ

ーは 1986 年カナダ連邦雇用均等法（Employment Equity Act）の定義「先住民以外で

あり、人種の上で白色人種でなく、肌の色においては白くない人。中国、南アジア、黒

人、アラブ・西アジア、フィリピン、東南アジア、ラテン・アメリカ、日本、朝鮮、太

平洋諸島出身者」を用い、それにあてはまる民族集団を、ヴィジブル・マイノリティと

して分類している。 
17 特定の人種的・民族的出自の人々に対する雇用における差別は、カナダ社会発展評議

会（The Canadian Council on Social Development）による調査でも報告された（The 
Canadian Council on Social Development, 2000）。 

18 オルンスタインは、データ整理の際、民族集団という分類指標の定義を、国勢調査の

なまデータに沿って、回答者が空欄に記述する形で特定した回答者の先祖が属した民族

集団を分類として採用している。 
19 ディヴィースとグッピーは、大学学位取得者について、カナダ全体の数値を下回る黒

人、ポルトガル系等については、生徒の家庭の社会経済的状況やひとり親家庭であるこ

と等が関連している点を指摘していた（Davies & Guppy, 1998, p. 139）。 
20 ブラジル出身の定住者を多く抱える静岡県・浜松市や群馬県・大泉町が、行政として

この問題に取り組み始めている。大泉町は、教育委員会が中心となって、外国籍家庭へ

の戸別訪問調査を行い、不就学の子どもたちの人数把握を進めている（『外国人集住都市

東京会議』における実情報告から。2002 年 11 月７日、東京都千代田区・ルポール麹町

にて）。 
21 オグブはこの指摘から理論を展開させ、移民のような新しい文化圏への移動を自発的に

経験してきた集団を自発的マイノリティ（voluntary minorities or immigrants）、強制

的に文化間移動をさせられたり、植民地支配を経験してマイノリティとなった集団を非

自発的マイノリティ（involuntary minorities or castlike）、そして、全体社会から離れ

て独自のコミュニティを作る自治マイノリティ（autonomous minorities）と、マイノ

リティを区分した。オグブは、マイノリティの子どもの学業成績については、自発的マ

イノリティ出身の子どもは、たとえマジョリティの価値観に支配されていても、学校に

対する期待度が高いため、学校でよい成績を修める可能性が高いとし、非自発的マイノ

リティは、マジョリティの価値観に支配された学校に対して反発し、学業成績も低いと

分析した（Ogbu, 1992）。 
22 パジェは、統合を三つの概念に整理したなお、これらの統合の定義に拠ってパジェが

整理した三つの統合の概念は、「複合的文化領域（Multiple Cultural Areas）」、「共有文

化領域（Common Cultural Areas）」、「私的／公的概念（Private-Public Conceptions）」
である。三つのどの概念が当てはまるかは、民族集団、あるいは、世代によって違って

くると指摘している（Páge, 1992）。 
23 タイラー他も、社会心理学的見地から、マージナリティについて以下のように定義し

ている。「道徳的人間としての自己イメージと自分の行為の有害な結果の折り合いをつけ

るため、人々がとるもっと一般的な方法は、排除された人間がそのような運命にふさわ
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しいものであると知覚できるように社会的現実を再構成することである。例えば、被害

者は上位コミュニティにとって脅威であるとか、逸脱的行為に対して罰を受けて当然で

あると解釈し直すことである。」（タイラー他、2000 年、262 頁）。 
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